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セルロースナノファイバー ―木の国ニッポンの資源― 
 

矢野 浩之1* 

 

Cellulose nanofibers   

- Future materials based on sustainable resource in Japan - 
 

Hiroyuki Yano1*  

 
概要 

植物が細胞の集まりであることは良く知られているが、その細胞が結晶性のナノファイバー（セル

ロースナノファイバー）から出来ていることはほとんど知られていない。木材はその半分がセルロー

スナノファイバーである。驚くべきことに、このナノファイバーは細いだけでなく、鋼鉄の 1/5 の軽

さで、その 5 倍以上の強度を有している。近年、木材などの植物バイオマスからこのナノファイバー

を取り出し、自動車や電子機器、医療、化粧品など幅広い用途に利用する取り組みが世界中で活発化

している。先進国の中でも森林資源が豊富な我が国では、特にセルロースナノファイバーに対する関

心が高く、産官学の様々な分野から注目が集まっている。 
 

1. はじめに 

凄い材料が世の中にある。結晶性のナノ繊維で補強され、3 次元的に構造制御された多孔性の高分

子材料。アメリカの化学会でこの材料の化学的構造制御について紹介するといったら、立ち見が出る

ほど人が集まった。同じ内容を、その前の機会では、“木材の化学修飾”というタイトルで話した時に

は全く人が集まらなかったのに。アメリカの著名な木材研究者から聞いた笑い話である。 
何億年も前から地球上に存在する木材は、古くから人類の生活に溶け込み、あまりに身近すぎて、

その高性能素材としてのポテンシャルを考えることが無かった。改めて今風に木材の構造を眺めてみ

ると、鋼鉄の 1/5 の軽さで鋼鉄の 5 倍以上の強度を持つ結晶性ナノファイバーから出来た 3 次元多孔

性高分子複合材料という先端素材の匂いの濃い素材となる。製造過程で二酸化炭素を吸収固定し、廃

棄にあたっては地球環境下での分解性をコントロールできる。しかも、その生産に要するエネルギー

は、金属やプラスチック、セラミックスと比べ圧倒的に少ない。そのため価格も安い。 
近年、木材から、その基本構成要素である結晶性ナノファイバーを取り出し、材料として使おうと

いう取り組みが世界中で活発化している。セルロースナノファイバーの製造、機能化、構造・複合化

に関する研究開発である。我が国は、製紙、化学、樹脂、自動車、電気・電子機器など世界に誇る高

度なものづくり産業が狭い国土に集約的に存在している。一方、一歩、街を離れれば、そこには国土

の 7 割を覆う森林がある。そのような地理的、資源的優位性を活かせば、森林において持続的に生産

される高機能低炭素のセルロースナノファイバーから、我が国の得意な分野、技術を活かして高性能

の大型部素材を製造し、自動車や情報家電にどんどん組み込み世界に向けて売って行くことができる。

                                                           
2018 年 7 月 9 日受理. 
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そうなれば原料から最終製品までのすべてが Made in Japan の未来型産業になる。 
本稿では、セルロースナノファイバーの構造や特性、その製造と用途について説明した後、我が国

におけるセルロースナノファイバーに関する産官学の動向について紹介する。 
 

2. セルロースナノファイバー 

セルロースナノファイバーは、セルロース分子の鎖がピ

ーンと伸びた状態で結晶を形成している幅 4-20nm のナノ

繊維である（図 1）。学術的にはセルロースミクロフィブリ

ルあるいはセルロースミクロフィブリル束と呼ばれ、鋼鉄

の 1/5 の軽さで、その 7-8 倍の強度を有する。線熱膨張係数

はガラスの 1/50。これは石英ガラスに匹敵する。こう書く

と極めて特殊な繊維の様に思われるが、木材は、その半分

がセルロースナノファイバーである。木材や竹の細胞はセ

ルロースナノファイバーが鉄筋となりリグニンがコンクリ

ートの役割を果たしている（図 2）。そのコンクリートを取

り除いて、細胞一つ一つに解したものが、コピー紙などの

原料となるパルプである。我が国では、年間 2000 万トン近

い紙用パルプが流通しているが、それらはすべてセルロー

スナノファイバーの集合体である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
1950 年代、電子顕微鏡の開発によってナノの世界を見ることができるようになると、植物細胞壁が

均一な結晶性のナノ繊維で出来ていることが知られるようになった。1962 年には、そのナノ繊維の結

晶弾性率は鋼鉄の 2/3 の 140GPa であることを京大の桜田グループがＸ線解析から報告している。さ

らに、1983 年にカナダ、紙パルプ研究所の Page はパルプを一本引っ張って 1.7GPa の強度（自動車用

1μm 

図1 : 木材細胞壁中におけるセルロ

ースナノファイバー 

スケールバー:1μm 

図 2 : 木材の階層構造 
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鋼板の 5 倍）があることを明らかにしている。最も高い強度が得られたパルプでは、セルロースナノ

ファイバーの約 7 割が配向していることから、セルロースナノファイバーの強度は、1.7GPa を 0.7 で

除した値、すなわち 2.5GPa 以上はあると推測できる。しかし、その強度特性は材料科学の分野におい

てはあまり意識されてこなかった。 
この高強度、高弾性のセルロースナノファイバーを木材などの木質バイオマスから抽出しナノ繊維

として利用する研究が盛んになったのはナノテクノロジーが言われだした 2000 年に入ってからであ

る。ナノ素材としての研究の歴史はまだ 15 年ほどといってよい。しかし、この 15 年の動きは目覚ま

しい。軽量、高強度、低熱膨張といった優れた特性を示すセルロースナノファイバーは、次世代の大

型産業資材あるいはグリーンナノ材料として注目され、2004 年以降、論文発表や特許出願はうなぎ上

りに増えている。中心となっているのは、森林資源が豊かで製紙産業が盛んな北欧、北米、そして日

本である。最近は、中国のキャッチアップも無視できない。2011 年からは、フィンランド、カナダ、

米国の主導で国際標準化の議論も始まり、まさに、国家レベルでの競争の様相を呈している。 
 

3. セルロースナノファイバーの製造 1) 

図 3 にパルプのミクロからナノまでの構

造を示す。木材パルプなど植物系繊維材料

からのセルロースナノファイバー製造につ

いて、様々な方法が開発されている。数％濃

度のパルプスラリーについて行う低濃度で

の解繊技術としては、高圧ホモジナイザー

法（図 4）。水中カウンターコリジョン法

（ACC）法、マイクロフリュイダイザー法、

グラインダー磨砕法、凍結粉砕法、超音波解

繊法などがある。低濃度での解繊は均一な

ナノファイバーを得やすいが、解繊効率や

その後の脱水プロセスに起因してコスト高

である。これに対し固形分が数十%程度の

パルプ・水混合物を出発点とした解繊技術

として、二軸混練機などを用いた強せん断

混練法がある。ポリマー存在下での混練によるナノファイバー化は、ポリマー中への均一フィラー分

散を同時に行える可能性があり、複合材料へのナノファイバー利用において有利である。 
東京大学、斉藤、磯貝らは、TEMPO (2,2,6,6-tetramethyl-1-piperidinyloxy radical)を触媒に用い、非晶

領域にある 6 位のセルロース水酸基を選択的にカルボキシル化すると、水中で浸透圧によりナノファ

イバー相互の反発性が高まり、ナノファイバー化が促進されることを明らかにしている。ミキサー等

の極めてゆるやかな機械処理によってもミクロフィブリルのレベルまで均一にナノファイバー化でき

る。同様に、セルロースナノファイバー表面の水酸基をカルボキシルメチル化やリン酸エステル化し

てもナノ化は促進される。酵素を用いたナノファイバー化の促進に関する検討もある。 
セルロースナノファイバーは全ての植物資源が原料となり得る。これまで木材パルプ以外に、竹、

稲ワラ、コットン、バガス（サトウキビの絞りカス）、ジャガイモやキャッサバのデンプン絞りカス、

砂糖ダイコン（シュガービート）の絞りカス、あるいはミカンの搾汁カスや焼酎カスといった農産廃

棄物や産業廃棄物についても検討がなされ、いずれの原料からもグラインダー処理により幅 20-50nm
程度の均一ナノファイバーが得られている（図 5）。 

セルロースナノファイバーには、酢酸菌などのバクテリアが産出するものもある。ナタデココとい

った方が馴染みがあるかもしれない。身近なデザート食品である。植物原料は細胞壁からマトリック

図 3 : 針葉樹パルプの形態から微細構造 
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ス成分を取り除き、機械的解繊によりナノファイバーを取り出す必要があるが、バクテリアセルロー

スではバクテリアが培養液中でナノファイバーを紡ぎながら移動し、かつ分裂するため、幅 50-100nm
のセルロースナノファイバーが凝集することなく溶液中に均一に分散したネットワーク構造体が容易

に得られる。このため、高弾性のゲル状シートとして、人工血管や傷口治療用シートなど医療関係へ

の応用が多く研究されている。乾燥シートがスピーカ振動板として用いられている例もある。 

 
図 4 : リファイナー処理と高圧ホモジナイザー処理を組み合わせた製紙用クラフトパルプの解繊 

 

 
図 5 : 様々な原料からグラインダーで製造したセルロースナノファイバー．スケールバー：250 nm 
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4. セルロースナノファイバーの用途 2) 

セルロースナノファイバー、セルロースナノクリスタル（パルプやセルロースナノファイバーを高

濃度の硫酸で処理して得るセルロース純度の高い結晶性素材）の高比表面積、可食性、軽量・高強度、

低熱膨張性、生分解性、生体適合性などの特徴を活かし様々な用途開発が進められている。 
可視光波長（400-800 nm）に比べ十分に細いセルロースナノファイバーは可視光の散乱を生じない

ため、アクリル樹脂、エポキシ樹脂などの透明樹脂を、その透明性を大きく損なわずに補強できる。

得られた複合材料は、高強度で低熱膨張、しかも自由に曲げることができることから（図 6）、有機Ｅ

Ｌディスプレーや有機薄膜太陽電池の透明基板として研究開発が進んでいる。 
さらに、ナノファイバー間の空隙をナノレベルにまで小さく制御することで、セルロースナノファ

イバーだけで透明な低熱膨張材料(CTE:8.5ppm/K)が得られる。この材料は、紙の様に折りたたむこと

もできるが、その表面はプラスチックのように平滑である。大阪大学の能木らは、これらの特徴を活

かして、銀ナノワイヤを塗布した透明導電膜や金属ナノ粒子インクを用いた高導電性配線といった電

極材料の開発や、フレキシブルアンテナ、ペーパー太陽電池・トランジスタアレイといった有機半導

体デバイスの試作を行っている。また、セルロースの絶縁性を利用した電気抵抗変化記憶メモリ

（ReRAM・メモリスタ）やフレキシブル高誘電率材料の開発にも成功している。 

 
 

TEMPO 触媒を用いた酸化処理により幅 10 nm 以下にまで解繊したセルロースナノファイバーのフ

ィルムはそれだけで高い透明性を示す。適度な透湿性を保ちながら PET や PVC の 1/100 以下の酸素

ガス透過性を示すことから、包装容器のコーティング素材として検討されている。 
 軽量・高強度の特性を活かした構造用途への検討も進められている。ナノファイバーシートにフェ

ノール樹脂を注入後、積層、硬化すると繊維率約 90%で鋼鉄の 1/5 の軽さで鋼鉄なみの強度の成形体

が得られる。また、化学変性したセルロースナノファイバーをポリプロピレンやナイロン 6 といった

熱可塑性プラスチックに 10%混ぜると、強度は 2-3 倍も向上する。目指す用途は、軽量、高強度の特

性が求められる自動車など輸送機用の構造部材である。 
最近、我々は疎水化変性した乾燥パルプを押出機中で樹脂と溶融混練することで、パルプをナノ化

し樹脂中に均一分散させる技術（京都プロセス）を世界に先駆けて開発した（図 7）。従来は、パルプ

を水中でナノファイバーまで解繊し、水を除いてから疎水化変性を行い、それを樹脂と複合化してい

たが、この技術により CNF 強化樹脂材料の製造プロセスが大幅に簡略化された。 
現在は、この京都プロセスに基づく、年間 3 トンのリグノ CNF 強化樹脂を原料となる木材や稲わら

から始まり樹脂複合品や最終成形品までを連続して製造するテストプラント（将来的には 5 トン/年に

まで拡張可能）を京都大学宇治キャンパス内に建設し、複数の企業や公的研究機関にテストプラント

を用いて製造したサンプルを提供し、評価を受けている。これにより、植物由来の高性能ナノ繊維で

強化した樹脂材料の用途開発が大きく進むことが期待される。 

図 6 : セルロースナノファイバー補強透明材料（左）とそれを基板に用いた有機ＥＬ発光素子
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図 7 : セルロースナノファイバー強化樹脂材料の一貫製造プロセス（京都プロセス） 

 
紙の表面平滑化や強度向上、食品・化粧品用添加剤、人工血管や人工腱といった医療用途、触媒等

の担持体、フィルター素材、高断熱エアロゲル、二次電池セパレータ、スーパーキャパシタへの応用

についても研究が進んでいる。細胞壁中のリグニンとセルロースナノファイバーの相互作用や細胞構

造を上手く利用することで、より高機能で安価な材料の開発も可能であろう。 
 

5. 日本再興戦略とナノセルロースフォーラム 

2014 年 3 月に経済産業省、農林水産省並びに産学の学識経験者の共同により、セルロースナノファ

イバーの将来展開プランについて技術ロードマップが策定された。続いて、6 月 24 日に閣議決定され

た「日本再興戦略」改訂 2014 において、木質バイオマスについて“セルロースナノファイバー（超微

細植物結晶繊維）の研究開発等によるマテリアル利用の促進に向けた取組を推進”することが明記さ

れた（改訂 2015、改訂 2016、未来投資戦略 2017 にも記載）。それを踏まえ、8 月にはナノセルロース

に関係する農林水産省、経済産業省、環境省、文部科学省、国土交通省が連携してナノセルロースに

関する政策を推進することとし、政策連携のためのガバニングボードとして「ナノセルロース推進関

係省庁連絡会議」が創設された。関係省庁は定期的に連絡会議を持ち、各省の取組について情報共有

を図るとともに、各省間で施策の連携について模索している。 
これらの動きと並行して、2014 年 6 月にオールジャパン体制でナノセルロース（セルロースナノフ

ァイバー、セルロースナノクリスタル、およびそれらを用いた材料の総称）の研究開発、事業化、標

準化を加速するためのナノセルロースフォーラムが発足し、木材、製紙、化学・樹脂、自動車、電気・

電子製品など幅広い分野から 200 を越える企業の参画を得ている。また、ナノセルロース研究を進め

ている個人会員とともに、経済産業省、環境省地球環境局、特許庁、（独）新エネルギー・産業技術総

合開発機構、(株)産業革新機構、岡山県、高知県、愛媛県、京都市などの 40 を越える公的機関が特別

会員として参加している。 
ナノセルロースフォーラムの活動は、1）技術トレンドの調査、共有、情報交換と発信、2）共同研

究開発の提案・事業化推進、3）ナノセルロースの標準化の推進、4）研究開発設備の利用に関する情

報提供、5）人材育成、6）サンプル提供情報の公開である。毎回、技術セミナーや見学会後には、製

造事業者と利用事業者、企業と大学・研究機関と行政との活発な情報交換や交流が行われている。 
 また、2016 年 5 月にはセルロースナノファイバー活用推進議員連盟が発足し、セルロースナノファ

イバー材料の社会実装に向けて様々な観点から支援をいただいている。 
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6. おわりに 

植物材料に基づくグリーンイノベーションは時代の要請である。セルロースナノファイバーに

は、それを可能にするポテンシャルがある。その際、植物が環境に優しいプロセスの中で作ってくれ

たものを人間が使わせて頂く、という姿勢が大事である。言い換えれば、セルロースナノファイバー

を始めとする木質バイオマスの利用研究は、その作り手である樹木の力の借り方と言っても良い。ど

の様にこの材料を使うのが作り手の思いに沿うのか、樹木はどうありたいと思ってこの構造を創り出

したのか、ということを一生懸命考え、その機能を借り受ける。その際、生物材料の構造や特性に

は、生物が長い進化の過程で創り出した必然があることを忘れてはいけない。その必然を損なうこと

なく材料の形を変えて行くことで、省エネルギー的に高機能材料を製造することができる。この観点

から、未来のバイオマス材料の方向を予想すると図 8 に示す様になる。樹木にとっては、グルコース

よりはセルロースナノファイバー。セルロースナノファイバーよりはパルプ。パルプよりは木材の方

が、材料としての完成度が高い。すなわち、“結晶性ナノファイバーから出来た 3 次元多孔性高分子

複合材料”である木材を、直接、

飛行機や自動車の材料に変換する

方が、セルロースナノファイバー

を作り再構築するよりも高性能の

材料を省エネルギー的に製造でき

るはずである。それは現在の木材

加工技術や遺伝子組み換えとは異

なるアプローチによる革新的技術

である。それがどのようなもので

あるか、全く想像できない。ただ

地球上に豊富に存在する持続型バ

イオマス資源を用い、人間の知恵

を越えて未来社会を作るには、そ

の様な方法しかないと考えてい

る。21 世紀型の発展として、我々

は自然と共生し、そこに身を委ね

ても良いのではないだろうか。 
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基礎科学とセルロースの接点 ―科学の発展を支えた物質― 
 

今井 友也1* 

 

Cellulose as a material that has sustained development of science 
 

Tomoya Imai1* 

 
概要  

セルロース利用開発研究は近年ますます活発になっており、2014 年から 2016 年にかけての「日本

再興戦略」にも、その国際標準化・製品化にむけた研究開発を進めることで木材需要を創出し、林業

の成長産業化を進めるべきとの方向性が明示されている。このように有望視されている材料・セルロ

ースとはどんな物質なのか？ 実は X 線回折現象の発見や電子顕微鏡の開発といった近代科学史上

の重要なポイントでセルロースは試料として登場しており、科学の発展においても重要な役割を果た

してきた物質である。20 世紀の科学史と絡めながら、近年注目が集まってきたセルロースについて概

説し、このセルロースを合成する生物能力の凄さについて理解していただけたら幸いである。 
 

1. はじめに 

「セルロースは地球上に最も豊富に存在する天然高分子の一つであり・・・」 この一文は、セル

ロースに関する報文の緒言に十中八九見られる表現であり、セルロースの研究をしているものならば

一度は使ったことがある表現である。専門家にとっては手垢のついた表現ではあるのみならず、テレ

ビ・新聞等にもセルロースという言葉がしばしば登場する昨今では、一般の皆さんの中にも耳にされ

た方はいらっしゃると思う。セルロースのお話をするにあたって、まずこの文章を少し掘り下げてみ

たい。 
「地球上に最も豊富に存在する」ということは、普段の生活で普通に目にするということである。

我々がもっとも頻繁に目にするセルロースは紙や綿麻製衣料等の植物由来のものであろう。街路樹、

庭木、道端の雑草から湖沼・田んぼの水草まで、植物はその細胞の周りに細胞壁をまとっているが、

植物組織を化学処理することにより細胞壁から繊維状の物質を取り出し、それをセルロースと名付け

たのは 19 世紀の科学者 Anselm Payen である 1)。私の主観による推測だが、このような繊維の外観か

ら、セルロースが植物組織の強さの原因だと当時から考えられていたとしても何ら不思議はないし、

実際にセルロースの力学特性は軽量な割には優れている。 
ではセルロースが強い材料であるのはなぜだろうか？ ものの特性に関する素朴な疑問を解決す

る王道は構造解析である。現在も頻繁に使われる分子レベルでの構造解析方法として、X 線回折と電

子顕微鏡が挙げられるが、その黎明期に試料として頻用されていたのは実はセルロースである。本稿

ではまず、X 線回折と電子顕微鏡の研究初期で観察された結果を紐解きながら、セルロースの構造と

いうものが現在どう理解されているかについて概説する。その上で、セルロースを合成する生物的機

構がいかに精巧にできているかについて説明する。 

                                                           
2018 年 7 月 2 日受理. 
1〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所バイオマス形態情報分野. 
* E-mail: timai@rish.kyoto-u.ac.jp 
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2. セルロースの構造研究 

 本節では、現在の科学における構造解析の王道である X 線回折と電子顕微鏡の黎明期の研究におい

て、セルロースがしばしば試料として登場していたことを紹介する。これらの研究を経て得られた、

セルロースの構造に関する現在の理解を簡単に説明する。なお現代の構造解析の主な手法として NMR
（核磁気共鳴）という方法もあり、こちらも優れた構造解析の方法であるが割愛させていただく。 

2.1 X 線回折とセルロース 
X 線回折とは、ドイツの Laue が 1912 年に発見した現

象であり、塩の結晶など規則正しい原子の並びに X 線

を当てると、その原子の配列に依存して X 線が特定の

方向に飛ばされる現象のことを指す。この現象は 1913
年に Bragg 親子により定式化され、この現象を逆に利用

することで X 線を物質に当てたときに得られる回折パ

ターンから、物質の構造解析を原子分解能で行うことが

できる。古くは低分子の構造解析の主要な手法であった

が、現在では高分子、特にタンパク質などの生体高分子

の構造解析になくてはならないツールの一つである。図

1 にセルロースの X 線回折像の一例を示す。 
この X 線回折を使って、Payen の処方で植物組織から

取り出された繊維試料に分子がどう充填されているか

を解明しようとする考えはごく自然なものだろう。かく

して Laue の発見から時間をおかずして、X 線回折実験によるセルロースの構造解析の試みが始まり

（著者の調べた限りで 1920 年にはその報告がある 2））、目で見える繊維と平行にナノスケールの大き

さのセルロース分子鎖が何本も集まって充填されていることが 1937 年に明らかとなった 3)。毛利元就

の 3 本の矢の逸話よろしく、一本の孤立した分子としてではなく、複数本の分子鎖を束ねることで強

度を高めていると理解できる。 
なお日本で最初に X 線回折実験を報告したのは東京大学の小野、西川らであり、Laue による X 線

回折現象発見のわずか一年後の 1913 年である 4)。この際に使われた試料には竹が含まれていた。すな

わちセルロース性の物質である。私の個人的な想像だが、植物組織にセルロースが含まれることは当

時すでに認識されており、その中でも竹の割裂しやすい性質に着想を得て規則正しい原子の並びを想

像し、X 線回折実験に適当な試料だろうと考えたのではなかろうか。なおこの X 線回折像は、白色 X
線を使ったため構造解析を行うことはできなかったが、セルロースの X 線繊維回折像として世界初の

ものである 5)。 

2.2 電子顕微鏡とセルロース 
その名の通り、光の代わりに電子線を使って試料を観察するのが電子顕微鏡である。電子線が光の

一種であることが証明され（電子の波動性の証明、1927 年）、電子を使って顕微鏡を作ることが可能

であることが示された。それを初めて実現したのがドイツの Ernst Ruska である。1931 年とのことで

ある 6)。Ruska は電子顕微鏡の開発を進める中で生物学者と共同研究を進めた。その一人である von 
Helmut Ruska は試料の一つとしてセルロースを選んで観察を行っており、1940 年に報告している 7)。

ところがこのときの電子顕微鏡写真はかなり質の悪いものであった。電子顕微鏡開発の黎明期の当時

ではどうすれば見たいものを見ることができるのか、本当の手探りの状態であったと思われるが、あ

る程度の方法論や技術が確立された現在も、未知の試料を電子顕微鏡観察する際に一番大事なのは試

料の作り方である。そこでよい試料を作るにあたり、電子顕微鏡の特性として一つの点が重要となっ

てくる。 

図 1：セルロースの X 線回折パターン 
（デバイ・シェラー環） 
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電子顕微鏡でものを見るためには、電子線が観察物により散乱される必要があるが、セルロースの

ような軽い原子からできている物質は電子線を強く散乱しない。したがって、そのまま観察しても非

常にコントラストの薄い写真しか撮れない。この低コントラストの問題を解決するために、試料に金

属の薄膜を蒸着して観察する方法が 1946 年に報告された 8)。この論文において様々な試料が観察され

ているが、そのうちの一つがセルロースであった。その後、セルロース試料の選択などでも工夫がな

され、重い元素である金属を試料表面にコートして試料表面の凹凸を強調することで、非常にはっき

りとしたセルロース像が 1948 年に報告された 9)。その写真には、幅 10 nm 程度の微小な繊維が明らか

に示されており、ナノメートルスケールにおいてもセルロースが繊維構造を持つことが明確に示され

た。現在では、生物が作るセルロースは由来を問わずすべてこのような繊維形態を取ることが示され

ている（図 2）。なお図 2 の写真は金属コートではなく、重金属溶液に試料を浸して試料構造の輪郭を

強調する「負染色法」という方法で、軽元素からなるセルロースをより明瞭に可視化する方法で観察

した画像である。 

この微小繊維のことを学術上「ミクロフィブリル」と呼ぶ。X 線回折の解析結果と電子顕微鏡のデ

ータを合わせて、現在ではセルロース分子鎖が伸びきった形で何本か束ねられたものがミクロフィブ

リルだと理解されている。この分子鎖が規則的に並んでいるためにセルロースは結晶性を示し、X 線

回折現象を引き起こすのだ。セルロースの優れた強度特性も根本はこの結晶性にある。セルロースの

X 線回折像の分析から、由来を問わず天然のセルロースは例外なく I 型結晶という構造で説明できる

ことが分かっている（正確には Iα 型と Iβ 型の亜型を含む）。生物種が違ってもセルロースは複数本が

図 2：セルロースの電子顕微鏡写真（負染色法による）。異なる 4 つの生物種から

単離したセルロースについて撮影した（いずれも同倍率、スケールバーは 100 nm） 

木材 藻

細菌 ホヤ（動物） 
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束ねられて繊維形態を形成し、しかもその分子鎖配置もいくつか可能性がある中で限られたパターン

しかとらないことは驚きであり、研究者の探求心をくすぐる点である。 
なお 2017 年のノーベル化学賞となったクライオ電子顕微鏡（単粒子構造解析）は、重元素による修

飾なしの無染色で生体高分子を見ることで原子分解能での構造解析を可能にし、X 線結晶構造解析の

独壇場であった構造生物学の世界を一変させた。「真空環境に生体高分子を放り込んだらカラカラに

乾いて、本来の構造なんか電子顕微鏡で見える訳がない」という常識を壊した Jacques Dubochet と、

低コントラストや電子線損傷という問題があろうとも、電子顕微鏡画像には構造情報が含まれている

ことは間違いないのだから電子顕微鏡でも生体高分子の三次元構造再構築は可能だと、ひるまず研究

を進めた Joachim Frank と Richard Henderson に、時代が技術革新を伴って追いついた結果であろう。

それまでクライオ電顕データの単粒子構造解析での構造解析はあまり分解能があがらず、時には眉唾

ものとして扱われることもあったが、2013 年にそれまでのクライオ電顕では考えられないような小さ

なタンパク質から原子分解能での構造解析が報告されたときは、私も衝撃を受けた。そのわずか 4 年

後にノーベル賞が授与されるわけだから鈍感な私でも衝撃を受けたわけである。同じく軽元素からな

るバイオマスの研究にも導入が急がれる。 

2.3 構造解析とは試料を小突いて応答を見ること 
X 線と電子顕微鏡の話が終わったところで、少し横道にそれて構造解析という科学的手法について

触れてみたい。X 線回折や電子線を使った構造解析法は、詳細を省いてエッセンスだけを言葉にして

説明すると、物質に波を当てそこから帰ってくる応答を分析することにより構造を見る方法である。

分析する応答の種類により得られる情報も構造情報から化学情報までさまざまである。前節のように

構造情報を得るためには散乱波を分析することになる。この点で、本研究所で行われている電磁波を

使った気象観測と原理的に似ている。次にもう少し詳しく説明する（難しいと思われる方はスキップ

してください）。 
波には「波長」という重要な性質がある。ここでいう波は連続的に一定間隔（周期・周波数）で揺

れている波を指す（波を人工的におこすプールを想像していただければと思う）。X 線も電子線も連続

的に一定周期で揺れている波であり、この波の間隔（長さ）のことを波長という。先述したように構

造解析では波を観察対象に当てて、返ってくる散乱波を分析することによりその構造を解明しようと

するものであるが、観察対象に含まれる構造の大きさと同程度の波長をもつ波を当て、そこから返っ

てくる散乱波を分析すれば、その構造が見えてくるのである。 
例えば、分子は原子と原子が共有結合を結ぶことで出来上がっているが、共有結合を結んでいる原

子間の距離はおよそ 0.1 ~ 0.2 nm である。そこで 0.1 nm 程度の波長をもつ波を当て、観察対象から出

てきた波を捉えることで、分子の構造（原子の配置）に関する情報を得ることができるのである。こ

の 0.1 nm 程度の波長をもつ電磁波がまさに X 線である。このことが、X 線が分子の構造解析に使用

できる理由である。ちなみに電子顕微鏡で使用される電子線の波長は 100 kV で加速された電子線で

0.0037 nm であり、共有結合距離よりも十分に短く、同様に分子の構造解析に使うことが可能となって

いる。 
現在では常識となっているこのような科学的観点・見識も、100 年近く前の X 線の発見から継続さ

れてきた地道な努力に基づくものであり、その過程でセルロースはしばしば試料として使用されてい

たのである。当時のもっとも主要な高分子材料であるセルロースは産業上重要な物質であり、セルロ

ースの構造に大きな興味が寄せられていたからであろう。 
 

3. 生物によるセルロースの合成 

3.1 セルロースは高分子－水に溶けない分子集合体！ 
「高分子」とは、共有結合でつながった大きな分子のことを呼ぶ。共有結合でつながった大きな分
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子が存在するというこの学説も、1920 年の Staudinger による提案当初は賛同が得られず、15 年間の論

争を経て認められたものである。実は前節で触れたセルロースの X 線回折実験の結果も、この高分子

説をめぐる論争で使用されたそうである。つまり X 線回折現象は分子が規則正しく並んでいることを

示しているが、セルロースの回折像から求められる分子間の距離は、大きな分子が規則正しく並んで

いると考えるには小さすぎてセルロースが高分子であることに矛盾するという、高分子説に対する反

論材料として使われたことがある（現在では、高分子の部分構造が同じ形で規則正しく配置されてい

れば、その部分構造の繰り返しが X 線回折を起こすと理解されており、上述の反論は退けられる）。 
高分子は現代社会でなくてはならない材料である。いわゆる「プラスチック」あるいは「ビニル***

（袋、板、管などなど）」は全て高分子であるし、弊所の主要な研究対象の一つである木材も高分子

である。高分子の多くが通常環境下では水に不溶・難溶であり、シンプルだが重要な性質である耐水

性をもつ固体であることが、材料としてよく使われる本質的な理由であろう（泥船には誰も乗りたく

ないでしょう）。 
この「溶けない」という見た目の性質を分子レベルで説明すると、高分子同士が集合しておりそれ

が簡単には離れない性質ということになる。ここに、高分子ならではの「高次構造」という概念が発

生する。つまり化学構造が同じ高分子でも、分子の集合の仕方が異なることが十分ありうるのである。

そして分子の集合の仕方を制御することで様々な性質が現れるため、形態等を工夫して同じ高分子で

も様々な性質を持たせることが可能である。 
天然セルロースの場合は、前節で紹介した通り、I 型結晶のミクロフィブリルという構造になる。天

然セルロースは例外なくこの構造になることから、生物によるセルロース合成機構には、グルコース

を単純につなげるだけではなく、長いセルロース分子を絡み合いなく整然と並べて微小な繊維を形成

する機能が備わっていることは明らかである。 
 
3.2 セルロース合成酵素は高分子を合成し、さらに分子集積を行う多機能酵素である 

生物活動は種々の化学反応の集積であると捉えることができる。細胞の内外で行われる数々の反応

は酵素タンパク質により行われる。一般に酵素は生命活動にとって重要なだけではなく、産業でも広

く利用されており、基礎科学と応用科学の両者で古くから盛んに研究が進められてきた。 
そしてグルコースを連続的につなげて長いセルロース分子を作り、それを何本も束ねて繊維として

仕立てる機能の実体がセルロース合成酵素である。セルロース合成酵素は合成産物が固体構造である

点で特異な酵素であり、研究が比較的進んでいない一つの原因であった。2010 年代になり、ようやく

立体構造の解明 10)など研究の進展がみられるが、解明すべき事項はまだ残されている。特に注目すべ

き点は、繰り返しになるが、セルロース合成酵素は例外なく I 型結晶のミクロフィブリル構造を合成

するという観察事実である。合成酵素を使わない方法でセルロースを人工合成する試みの多くでは、

セルロースは正しく集合できず、繊維とはかけ離れた薄板構造となる 11)（図 3）。その分子鎖の集合

様式は天然構造とは全く異なる「II 型」と呼ばれる結晶構造をとる。 
このことは、先述のセルロース合成酵素のもつ「長いセルロース分子を絡み合いなく整然と並べて

ミクロフィブリルを合成するメカニズム」が、実は極めて高度な機能であることを意味している。人

工高分子で糸を紡ぐときには、高分子を溶媒に溶解したり高温で高分子を溶融したり高電位差下に置

いたりと厳しい環境に高分子を置いてようやく紡糸を達成できるが、セルロースの生合成は常温常圧

水環境という明らかに穏和な条件での紡糸であり、しかもナノメートルスケールの糸を紡ぐのがセル

ロース合成酵素である。生物機能の離れ業に感心せずにはいられない。さらに図 2 のように大きさ・

形の違う様々な構造のセルロースが存在するということは、セルロースのミクロフィブリル構造は制

御可能であることを示唆している。 
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3.3 セルロース合成酵素の機能を人工的に再構成・制御できるか？ 
 上記の驚くべき生物機能を解明するためには、セルロース合成酵素を生物から取り出して、セルロ

ースミクロフィブリルを合成できる実験系を立てる必要がある。このような直球の試みは当然今まで

いくつか報告があり、特にここ数年よりレベルの高い実験系が何報か発表されている 12)。しかし、私

の分析では、これらの報告はいずれも生化学的にきちんと分析を進めているが、合成産物の解析が不

十分であり、酵素活性も十分に高いとはいえず、ミクロフィブリル構造の形成過程の理解やその制御

には至っていない。こういった競合グループの論文発表に肝を冷やしつつ、我々の研究グループも研

究を進めているが、いまだミクロフィブリル構造としてセルロースを合成できる実験系の開発には至

っていない。しかし失敗から学ぶことは多いはずであり、未成功例からミクロフィブリル構造形成機

構を理解するためのヒントが得られないだろうかという観点で、我々のネガティブデータの例を２つ

挙げる。 
 一つ目は酵素活性の再構成として最も基本的な試験管内系でのセルロース合成について紹介する 13)。

このアプローチでは酵素を生物より抽出し、試験管の中で酵素反応を行わせる。セルロース合成酵素

は細胞膜に埋まった膜タンパク質であり、その抽出のためには界面活性剤という試薬を使って細胞膜

を溶かす必要があるが、この界面活性剤の選択が大変重要であり、適当でないものを選ぶと酵素がた

ちまち失活してしまう。そこでできる限りマイルドな界面活性剤で酵素を抽出したつもりだったが、

合成されたセルロースは高分子量ではあるもののミクロフィブリルとはならず、塊状の凝集となって

しまった。つまりこの実験系では、十分に高い酵素活性でもってグルコースを重合することはできる

ものの、重合した高分子量のセルロースを繊維として束ねることができなかった。 
 そこで一つの考察を行った。セルロース合成酵素は本来生きている細胞の細胞膜に存在する酵素で

ある。それを細胞膜から溶かし出して合成反応を行わせること自体に無理があるのではなかろうか。

そこでセルロース合成酵素を生きている細胞の中に据え付けて、その上でセルロースを合成させれば

ミクロフィブリルができるのではなかろうか？ こう考えて、ほとんどセルロースを合成しないとさ

れる大腸菌にセルロース合成酵素を強制的に発現させ、セルロースを合成させることに成功した 14)。

しかし残念ながら、合成されたセルロースは非天然構造であり、天然活性を持ったセルロース合成酵

素の再構成には至らなかった。現在は、酵素が細胞膜上で整然と並ぶことが重要ではないかと考え、

酵素を整列させる因子の同定が必要でなかろうかと考えている。 
 

図 3：加リン酸分解酵素の逆反応により合成されたセルロース（左）と天然セルロース（右）

の電子顕微鏡写真（いずれも同倍率、スケールバーは 1 μm）  
※写真左は京都大学大学院農学研究科・和田昌久教授のご厚意による 
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4. おわりに 

 本稿ではセルロースの構造について、20 世紀前半の科学史、特に X 線回折および電子顕微鏡と絡め

て概説した。そしてセルロースの構造を考えると、セルロース生合成機構は大変精巧な生物機構であ

ることを主張した。この驚くべき生物機構を再現したうえで、セルロースの高次構造を自在に制御で

きるまでにそのメカニズムを理解したいと考えている。 
そして今後、研究を展開していくべきさらに興味深い生物機構は、複数の高分子の混合物である木

材細胞壁の生合成である。細胞壁の主成分はセルロース以外に、ヘミセルロース、リグニンという計

3 種の高分子であり、木材はいわば自然の高分子複合材料である。しかも均一に混じり合った複合材

料ではなく、生物が能動的に構造を制御して作りこんだ複合材料である。しかも常温常圧水環境下で

のプロセスであり、こんなに素晴らしいメカニズムに学ばない手はない。 
この生物機構の解明のためには、構成分子が合成される「生物によるモノ作り」の現場を直接観察

する必要があり、酵素反応の分析（生化学）とその産物である高分子固体の構造解析（高分子科学）

の両者が必要である。このような複合研究を、木質細胞壁のみならずキチンなども含め広くバイオマ

スの形成を取り扱う「バイオマス形成学」として進めていく所存である。 
最後に、「バイオマス形成学」はまだ研究の小さな種でしかありません。しかしこれが芽吹いて花

が咲けば基礎応用の両面で大変面白い展開が待っています。一緒にこの研究を育ててくれる学生・研

究者の方をお待ちしています。 
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レーザーで照らし出す地球の大気環境 
 

矢吹 正教1＊ 

 

Laser remote sensing for environmental monitoring 
 

Masanori Yabuki1＊ 

 

概要 
空を見上げると、青空や真っ赤な夕焼け、雨上がりに現れる虹、太陽の周りに現れる光の輪など、

多くの大気光学現象と出会うことができる。これは、太陽光が大気に入射することで引き起こされた

現象であり、大気を構成する様々な物質の光学特性を反映している。この特徴を利用し、“レーザー”

を大気中に照射して人工的に光散乱を起こすと、直接的な計測が難しい上空などの大気環境をモニタ

リングすることができる。本稿では、地球大気環境を形成する大気成分の特徴と、それらを遠隔で計

測できるライダー（レーザーレーダー）手法について紹介する。 
 

1. はじめに 

空に青い「何か」が浮いているわけでないのに、どうして日中の空は青く見えるのだろうか？それ

には、太陽の光と、地球を取り巻く大気が関係している。プリズムに太陽光を通すと虹色に分光され

る。光の色は波長で特徴づけられ、虹の 7 色を波長の短い順に並べると、紫、藍、青、緑、黄、橙、

赤となる。これらの波長の光が、同じ割合で目に入った場合は、人は白色や灰色として認識する。一 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                           
2018 年 5 月 25 日受理. 
1 〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所大気圏精測診断分野.  
＊E-mail: yabuki@rish.kyoto-u.ac.jp 

写真 1: レーザーを大気中に照射し、その光線を横から撮影した写真。微粒子の散乱によりビー

ムの進行方向以外でも光の通り道を見ることができる（チンダル現象という）。 
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方、いずれかの波長（色）の光が、強く散乱されたり、もしくは減衰したりすると、特定の色だけが

強調して見えるようになる。つまり、青空は波長が短い青色の光が、夕焼けは長波長の赤色の光が、

我々の目に多く届くような大気条件になっている。では、何が光散乱を起こしているのだろうか？暗

闇でサーチライトやレーザーを使って光を照射すると、光の通り道が見える（写真 1）。これは、大気

中に浮遊する粒子に光が当たって様々な方向に散乱される様子を捉えたもので、チンダル現象と呼ば

れる。可視化された光線を詳しく見ると、散乱の強さが異なる多くの粒子が混在していることに気が

付く。このような特性の違いは、粒子の組成、サイズ、形状の違いなどを反映している。 
地球の下層大気を構成する主な成分は、空気分子や微量気体などのガス状物質と、エアロゾルや雲

粒などの粒子状物質である。これら大気物質による、太陽放射および地球からの赤外放射の散乱・吸

収等を通じた地球のエネルギー収支への関与は、地球の気候形成に重要な役割を果たしている。また、

大気を介した熱輸送や水循環が、豊かな生命を育む安定した地球環境の維持に寄与している。一方で、

地球温暖化や極端気象の発生頻度の増加、大気汚染に伴う健康被害など、人類の持続的な発展や健康

的な生活を脅かす大気現象も少なくない。そのような大気環境の変動要因を理解し、将来の変動予測

を正確に行うためには、大気物質や気象要素を精密計測する技術の高度化が必須となる。ここでは、

下層の地球大気を構成する各成分の役割と光学特性、またその散乱・吸収特性を用いた大気計測法で

あるライダーについて概説する。 
 

2. 大気の構成物質と光学特性 

2.1 ガス状物質 
我々は空気の重み（大気圧）の下で過ごしている。標準大気圧に近い標高の低い地表付近において、

1 cm2 あたり約 1 kg、1 m2 では 10 t に相当する空気の層が上空にはある。空気分子は、高い高度になる

ほど濃度は低くなるが、3 成分で乾燥大気の 99.9 %以上を占める窒素（78.08%）、酸素（20.95%）、お

よびアルゴン（0.93%）は、高度 80 km 付近までほぼ一定の比率で存在している。実大気においては、

気象や地球の水循環を考えるうえで欠かせない水蒸気が 1～4 %程度存在している。空気分子 1 個の大

きさは、1 nm（ = 10－9 m）以下であり光の波長（380～780 nm）と比べると非常に小さい。このような

粒子の光散乱は、イギリスの科学者 J.W.S.レイリーによって導かれたレイリー散乱理論で説明するこ

とができる。レイリー散乱の強さは、波長の 4 乗に反比例する。赤色と青色の波長の比は 2：1 である

ため、散乱の強さに換算すると 1（赤）：16（青）となり、青色のほうが赤色よりも散乱強度は 16 倍

も大きくなる。日中の青空は、このレイリー散乱の特徴を反映している。一方、強く散乱されるとい

うことは、それだけ減衰しやすいことを意味する。そのため、太陽光が斜めから入射することで大気

を通過する光路が長くなる夕方は、青色の成分が弱くなり、相対的に波長が長い赤色の成分が強くな

る。これが夕焼けとなる。 
総体積で見ると微量しか存在しないが、地球大気を考えるうえで欠かせない気体成分もある。例え

ば、成層圏のオゾン層では紫外光を吸収して熱を放出する反応が起こっている。興味深いことに、こ

の波長帯は、遺伝子の構成物質である DNA を破壊する吸収帯とも良く一致する。つまり、成層圏オ

ゾンは生物にとって有害な紫外線を除去するフィルターの役割を果たしているともいえる。一方で、

対流圏のオゾンは、人の健康や植物に悪影響をもたらす大気汚染物質として知られている。また、温

室効果ガスで知られる二酸化炭素やメタンは、地表から放射された特定の赤外線を吸収して、地表付

近の大気を一定の温度に保つ役割を担っている。この温室効果により、地表付近の大気は約 33 度も暖

められており、地球が氷の惑星となるのを防いでくれている。これらの例からも分かるように、大気

と太陽エネルギーに関連した放射により、快適な生存環境が作りだされているのである。但し、それ

らは、長い年月をかけて地球が獲得してきた、微妙なバランスの上に成り立っている環境であること

を忘れてはならない。例えば、中低緯度からのフロン放出が、遠く離れた極域での成層圏オゾン層の

破壊を引き起こすなど、予期せぬ形で環境に悪影響を与えてしまうことがある。そのため、継続的に
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大気環境をモニタリングし、その環境変動の兆候を素早く察知して対策に活かすことは重要である。 
 

2.2 粒子状物質（エアロゾル・雲） 
『エアロゾル(aerosol)』は、「aero（空気の）」と「sol（媒質中に固体または液体が分散しているコロ

イド系）」を組み合わせた言葉である。すなわち、気体中に浮遊する固体もしくは液体の粒子がエアロ

ゾルの定義となる。必ずしも親しみのある言葉とは言えないが、エアロゾルは私たちの身の回りにた

くさん存在している。たとえば、代表格となるタバコの煙をはじめとして、海の波飛沫、土埃、火山

の噴煙、車から排出される煤塵、花粉なども、すべてまとめてエアロゾルである 1)。大気中に浮遊す

るエアロゾル濃度は、場所によって大きく異なり、都市域では 1 cm3 あたり数万個以上になるが、南

極のように非常に清浄な地域では 100 個以下にまで減少する。エアロゾルは、工場や自動車などの人

間活動がもとになって排出された『人為起源』のものと、森林や土壌、海水など自然界から放出され

た『自然起源』のものとに大別される（図 1 参照）。一般的に、燃焼など人工的に排出されたエアロゾ

ルはサイズが小さく、自然起源のエアロゾルのサイズは大きい傾向がある。また、微小粒子ほど体の

奥まで入りやすくなるため、健康影響の観点からも重要視されており、2009 年にはサイズが 2.5 m
（1 μm = 10－6  m）以下の粒子の重量濃度で定義される PM2.5 について、環境基準が新たに設けられて

いる。 

数 nm から約 10 m にわたる広い粒径範囲を取るエアロゾルの光学特性は、ミー散乱理論 2)が適用

できる。粒径 10～100 nm を最大とする一般的なエアロゾル粒子数濃度の分布（粒径分布）を考えた場

合、光の波長領域におけるミー散乱の強度は波長におおよそ反比例する。レイリー散乱の強さが波長

の 4 乗に反比例することを考えると、エアロゾル粒子の波長に対する強度差は、かなり小さい。その

ため、太陽光に対するエアロゾルの散乱では、色ごとの明瞭な違いがあらわれにくくなる（白っぽ 

図 1 : 大気エアロゾルと環境影響 
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く見える）。この特徴は、2000 m を超えるような標高の高い山で見る青空と、都会で見る青空の色の

違いにも反映されている。高山では、透き通った深い青色、空気分子のレイリー散乱による「理想的

な青空」となる。一方、大気汚染物質が多く浮遊する都市域で見る空は、空気分子によるレイリー散

乱に、エアロゾルによるミー散乱の効果が加わった色となる。つまり、都市域では白みがかった青色

の空となることが多い。さらに、視程に影響を与えるくらいにエアロゾルが多くなると、条件により

靄（もや）や霞（かすみ）と呼ばれるようになる。 
次に雲を考える。雲は、10～100 m 以上の水もしくは氷の粒で構成されている。光の波長に比べて、

粒子サイズが十分に大きくなると、波長（色）ごとの散乱の強さの差はほとんど見られなくなる。こ

のため、雲の色は白となる。水の粒が集まって数 mm の雨滴の大きさまで成長すると、太陽位置や大

気条件によっては水滴の中で光が分光される虹が形成される。また、角柱粒子で構成される氷晶雲は、

太陽や月の回りに光の輪を作るハローや、太陽が上下に伸びて柱状に見えるサンピラーなどの特異な

大気光学現象を起こす。 

ここまで、気体、エアロゾル、雲と別々に扱ってきたが、実大気ではこれらが相互に作用して複雑

に繋がっている。例えば、二酸化硫黄、窒素酸化物等のガス状物質として放出された微量気体は、大

気中での化学反応により二次的にエアロゾルを生成する。また、それらのエアロゾルは、雲過程を通

じて地球の気候変動にも関与している。例えば、水蒸気のみで液滴の雲粒を作ろうとすると、相対湿

度で 400％もの過飽和状態が必要となる。一方、硫酸塩などのエアロゾルがあると、100%を少し超え

図 2 : 凝結核の数濃度と雲特性の関係 3)4)   
 

凝結核が少ない

凝結核が多い

（雲粒の数）少ない

雲粒に成長

（粒径） 大きい

（光散乱） 弱い

（雲粒の数）多い

（粒径） 小さい

（光散乱） 強い

入射光 散乱光

透過光

散乱光入射光

透過光
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るくらいの現実的な過飽和状態で液滴が出来始める。これは、エアロゾルが雲凝結核として作用して

いることに因る。では、図 2 に示すように、水蒸気が同じ量しかない閉鎖空間に、個数濃度の異なる

雲凝結核として働くエアロゾルを入れるとどうなるだろうか？水蒸気量が限られているため、核とな

るエアロゾル粒子の濃度が高い時ほど、1 個あたりに振り分けられる水蒸気量は少なくなり、結果と

して生成される雲粒のサイズは小さくなることが想像できる。このように、雲粒径が異なると放射特

性はどのように変わるのだろうか？雨と霧の条件下を想像してみる。雨が降っているときは、視程は

若干悪くなるものの十分に辺りを見渡せるだけの視界は確保できるが、霧の中では，たちまち視界を

奪われて身動きが取れなくなってしまう。この違いは、粒子の大きさと数密度が関係している。同じ

雲水量を考えた場合、雲粒や雨粒の粒径範囲では、小さい粒子がたくさん存在するほど可視光に対す

る散乱が強くなる。そのため、雨粒より 1～2 桁以上、粒径が小さい霧粒のほうが、より多くの光散乱

を起こす。地球の放射収支の観点からは，雲凝結核が増えて粒径の小さな雲粒が増加すると、雲の反

射率が大きくなり地表に届く太陽放射が減少する（つまり冷却化に寄与する）。 

国際的な専門家でつくる気候変動に関する政府間パネル（IPCC）では、気候に影響を及ぼす因子（温

室効果気体やエアロゾルなど）の量が変化した際の、太陽放射および赤外放射の放射収支の変化の推

定値を発表している。IPCC の最新の報告書である第 5 次評価報告書 4)によると、産業革命から現在に

至るまでのエアロゾルに起因した冷却効果は、未だ大きな不確実性があるものの、二酸化炭素による

加熱効果の数割を相殺すると評価されている。 

 

3. ライダーによる大気計測 

ライダーとは、Light Detection And Ranging の略であり、指向性の良いレーザーを光源とするレーダ

ー（Radio Detection and Ranging）手法である。そのため、レーザーレーダーともよばれる。離れたと

ころから対象物の種類や性質を推定するリモートセンシング機器の一種でもある。大気計測を目的と

する一般的なライダーは、光源としてのレーザー、散乱された光を集める望遠鏡、および集光された

光の強度または光子数を計測する受光・分光装置で構成される。パルスレーザー光を射出して、その

後方散乱光が戻ってくるまでの時間から距離を、散乱光強度や周波数変化から測定対象の分布や移動

速度を計測する。測定対象は、エアロゾルや雲、オゾンや二酸化窒素などの微量気体成分、気温・水

蒸気・風などの気象要素など多岐にわたる（図 3）。時空間的な変動が大きい大気環境をモニタリング

するうえで、ライダーは有効な計測手法の一つであるといえよう。 

滋賀県にある京都大学生存圏研究所・信楽 MU 観測所には、レイリー・ミー散乱を計測する多波長

偏光ライダーが設置されている。このライダーシステムにより、数メートルおきのエアロゾル後方散

乱信号を、高度約 1 km 以下では数秒で、10 km 以下では 1 分程度で取得することができる。何故、多

波長なのかというと、2 章で述べたように、粒子特性によって散乱される光の波長（色）ごとの強度

が変化する特徴を計測に利用するためである。人工的に光の波長を制御したレーザー光を何種類か使

用して、その波長ごとの散乱特性の違いを検出すると、粒子サイズなどの情報を抽出できるようにな

る。また、レーザーから出た光は電場（および磁場）の振動方向が一定の直線偏光をしている。球形

の粒子に光が入射した場合は、その後方散乱光の偏光成分は変わらないが、非球形粒子では入射光と

後方散乱光の偏光特性に違いが表れる。そのため、多波長計測と偏光計測を組み合わせたライダーは、

エアロゾル成分や雲相（水雲・氷晶雲・混合相雲）の推定に繋がる情報の抽出に広く利用されている。

また、レーザーの入射波長と散乱波長が異なる水蒸気分子や窒素分子のラマン散乱を検出すると、水

蒸気濃度や気温の空間分布の計測が可能となる。これら物質の空間的な広がりを把握するために、ラ

イダーの観測視野の方向を自動制御できる走査型ライダーも開発されている（図 4）。 
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一方、オゾンのような微量気体は、窒素分子や酸素分子に比べて非常に少ないため、その散乱の計

測のみから濃度を求めることはできない。そこで、特定の光の波長のみを吸収する微量気体の特性を

計測に利用する。例えば、オゾンは波長 250 nm を中心とする紫外域で強い吸収を示す。効率良く光を

吸収する波長と、吸収しない波長の 2 波長の光源を用いて同時に信号を取得し、その差分を取ると、

図 3 : ライダーの計測対象となる大気成分 

図 4:  (左）走査型水蒸気ラマンライダーシステムの外観 5)、（右）ライダーで取得され

た水蒸気混合比の鉛直断面構（信楽 MU 観測所、2012 年 8 月 28 日 22:17 JST） 

生存圏研究 第14号 p.21 2018年

−21−



オゾンによる光吸収の情報が抽出できる。分子 1 個あたりの光吸収（吸収断面積）は理論的に求まる

ため、それらの情報からオゾン濃度の分布を推定できるようになる。 

ここまで読むとライダーは万能のように思えるが、実際には原理上の制限がある。まず、光を用い

ているため、大きく散乱するものがあるとその先が見えない。つまり、光学的に厚い雲があると、そ

の先が計測できなくなる。さらに太陽光がノイズ源となるため、日中の観測精度が落ちるという課題

もある。そのため、最近では、太陽光の影響が少ない紫外領域や近赤外域を光源とするライダーも多

く開発されている。また、得られた信号からエアロゾルの情報のみを抽出しようとすると、空気分子

の散乱に埋もれない程度の粒子による散乱強度が必要となる。一般的に、ライダーで検出できる粒子

サイズは、有意な光散乱を示すサブミクロン以上（0.1 m 以上）と言われており、それ以下のナノ粒

子サイズの定量的な計測は難しい。そこで、ライダーだけでなく、係留気球、観測タワー、孤立峰を

プラットフォームとして利用した直接計測や、雲中まで計測できるレーダー・ソーダーなどの計測手

法を組み合わせた複合観測から、大気微量物質の動態や気象要素の空間変動を統合的に把握するため

の取り組みが進められている。 

 

4. おわりに 

 地球では、太陽光が大気に入射する際に引き起こされる、様々な大気光学現象が現れる。これらは、

大気中に浮遊する微粒子の数・大きさ・形状・物質の種類や空間分布状態を反映している。古くは、

身のまわりの空模様や自然の変化を観察して、天気や環境の変動を予想する観測法である観天望気に、

この光学現象が用いられてきた。直接の計測が難しい高層の大気環境を間接的に知るその手法は、現

在では、自然の光だけでなく人工的な光を用いた光学リモートセンシングへと発展している。これま

でに培ってきた知見や新しい計測技術を活用して、地球大気環境の変化を精密かつ多角的・長期的に

把握し診断していくことは、持続発展可能な社会の実現において重要である。 
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地上再生可能エネルギーから宇宙太陽エネルギーへの拡大  

石川 容平1*, 松室 堯之 2, 篠原 真毅 3 

The Expansion from Terrestrial Renewable Energy to Space Solar Energy 
Yohei Ishikawa1*, Takayuki Matsumuro2, and Naoki Shinohara3 

 
 
概要 

第 5 次エネルギー基本計画が審議され、平成 30 年 7 月 3 日閣議決定された。パリ合意の影響を強

く反映した方針が示され、世界の潮流を見据え、再生可能エネルギーを主力電源とする明確な方向性

が打ち出された。2050 年の温室効果ガスの削減目標は 80％である。本稿では、その具体的達成手法の

ひとつとして、洋上再エネの最適組み合わせをエネルギー源とする海洋インバースダムと、水素貯蔵

システムが協調した 200 万 kW クラスの洋上エネルギーセンター構想を述べる。バックアップ電源が

不要で高速需給調整機能を持つ洋上発電所建設は再エネ拡大を牽引する。このような洋上発電所の世

界展開には地政学的制限を伴うが、一方でこのシステムは最小規模（20 MW）の宇宙太陽発電衛星の

地上局を構成するため、地政学的条件に殆ど影響されない究極の宇宙再エネシステム発展の足掛かり

となる。ここでは小型発電衛星の建設可能性と発展性について論じる。宇宙太陽エネルギーは世界の

共有資源であり、その賦存量も地上より遥かに大きい。エネルギー利用の冗長性と国際紛争軽減が期

待される。 

 

1. はじめに 

我が国のエネルギー基盤は自給率が低く、安全保障上極めて脆弱である。加えて純国産と言われた

原子力の再稼働が進まず、火力に頼らざるを得ない現状が継続している。パリ協定により温暖化ガス

排出削減の義務を果たすため、早急な対策が求められている。原子力は政治的に軍事的にまた環境保

護の立場からも極めて複雑な情勢を示し、海外でも意見が二分され各国の方針策定が揺らいでいるの

が現状である。比べて再生可能エネルギー（以下再エネ）は殆ど全世界で受け入れられる方向で進ん

でいる。我が国では原子力と再生可能エネルギーが屡々結合して論じられ、民間の再エネ研究投資、

設備投資がなかなか進まない特殊な状態にあり、世界から取り残されているようにさえ見える。温室

効果ガス削減にはどちらも効果的である事が返って議論を複雑にしている。 

平成 30 年 7 月 3 日に閣議決定された第 5 次エネルギー基本計画 1) においても、CO2 を可能な限り

低減するということ以外には現状抱える基本的課題には触れられていない。このことが再エネ政策の

中核を不確実なものにしている。再エネについて我が国のような資源のない島嶼国が抱える特殊事情

が記述されているが、実際は世界の多くの国が固有のエネルギー問題を抱えている。大陸との連携線

を持たない我が国は再エネ利用に当たって平準化が困難であることは確かであるが、一方で太平洋に

大きな排他的経済水域（EEZ）を持ち、日本海側に流れ込む対馬海流の恵みをもたらす。さらに大陸

からの季節風が日本海の水分を上空で吸って豊かな水資源をもたらしている。水資源は生存基盤を構

成する最も重要な要素であることは言うまでもない。我が国の排他的経済水域に存在する豊富で様々

な再エネは欧州とは一味違った海洋国家独自の再エネ開発を可能にする。ここではエネルギー基本計

画の趣旨に沿ったわが国に有効な再エネの具体的利用方策を提案する。 

                                                           
2018 年 7 月 27 日受理. 
1,3〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所 生存圏電波応用分野.  
2〒520-2194 滋賀県大津市瀬田大江町横谷 1 番 5 龍谷大学 電子情報学科. 
* E-mail: ishikawa@rish.kyoto-u.ac.jp 

生存圏研究 第14号 p.23 2018年

−23−



 

2. 再生可能エネルギーの超長期戦略 

エネルギーの問題は安全保障や国家の経済に直接的に大きな影響を及ぼすため、比較的直近の戦略

が議論される場合が多い。一方で、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）や我が国の環境省、民間

団体の世界自然保護基金である WWF（World Wide Fund for Nature）等は 2100 年を推定して現在の生

活スタイルの改善方向性を打ち出している。国連の人口動態推計によれば 2100 年の世界の人口は約

112 億人で最大値を示し、その後緩やかなカーブを描いて減少する。比較的信頼性の高いマクロパラ

メタである世界の総人口が推定できれば、関連する水資源、食料資源（カロリー）、エネルギー需要の

把握は比較的容易である。したがって、世界が多くの政治的、社会的問題を解決するという前提をす

れば、生活スタイルや科学技術で複数のシナリオを作ることができる。2100 年の地球では人々は豊か

で平和に暮らしていないとすれば、戦争や疫病で人類は既に滅び、推定の意味を失う。もちろんそこ

には途上国はなく、全ての国家が成熟した先進国であり、地球は飽和状態で地球生存圏の全てが有効

利用されている。そこでは信頼性の高いインフラが整っている。このように、2100 年のビジョンは部

分的に作ることが可能である。いわゆる意志のある未来像である。一方で、中間状態は自由度が多く

積み上げ式に世界のビジョンを描くことは極めて難しい。しかし、2100 年を設計基準として複数のシ

ナリオを内挿法的に中間年に適用することは可能である。エネルギーは水や大気と同様に最も重要な

資源であるがゆえに、石油発見以来これまで長期にわたって紛争の対象になってきた。21 世紀の再エ

ネを巡る争いはかなり異質なものになるであろう。それは科学技術であり、知的財産（資源）になる

可能性が高い。国際競争の先頭に立つすべての国に覚悟が要るのではないかと思う。また、そのよう

な状況であってもエネルギー安全保障は最も優先されるべき課題である。 

我が国の第 5 次エネルギー基本計画では具体的な民間の発想力や科学技術力に強く期待した記述が

なされている。そこでは 2030 年と 2050 年に向けた我が国の基本方針が記述されており、2050 年には

80％の CO2 削減が数値目標として掲げられている。再エネの社会実装には環境などを配慮した多く

の視点が求められる。図 1 に 2050 年の我が国の再エネ導入の一例を示す。我が国は海洋国家であり

図 1 生存圏全域の再エネをグリッドに運ぶ（2050 年） 
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広大な EEZ を持つため、海洋エネルギーに着目することは極めて自然なことである。宇宙はフロンテ

ィアであり、太陽エネルギーが 24 時間豊富な空間である。両者を地上の再エネに加えてわが国の再エ

ネ電力システムの全体像を示した。合計 8000 万 kW は電力の国内総需要が伸びないと仮定したとき

の 40％に相当する。これはエネルギー自給率も同率に改善されることを示す。目標の 80％には及ばな

い数字であるが、原子力を 20％、地産地消型再エネ（小水力、バイオマス火力等）20％を加えて、我

が国のエネルギー自給率は 80％を達成できるシナリオである。残りの 20％は高効率ガス火力（LNG、

IGCC）で全電力をまかなう一つの計画構想が立案できる。その後は大幅に海洋エネルギー、宇宙エネ

ルギーが発展するであろう。原子力、核融合は第 5 次エネルギー基本計画にもある通り小型炉等特殊

な用途を残して終息の方向を示す。筆者は小型原子炉や小型核融合炉が時空間スケールの大きい宇宙

や他の惑星で活路を見出すことを期待している。 
 

3. 地球温暖化問題に寄与する再エネベストミックス 

 図 2 に地球温暖化の主な要因を表した。温室効果ガスだけが気候変動の直接的要因でないことが図

から読み取れるが、温室効果がなければ地球表面の平均温度は絶対温度の 4 乗に比例する黒体輻射の

法則（Stefan–Boltzmann law）よりマイナス 18 度と計算される。地表の平均気温（約 15 度）との差 33
度が大気による温室効果である。ごく単純に赤外線を吸収する CO2 ガスのみで温室効果が起きている

とすれば、300 PPM の CO2 で 33 度の効果を持つ。この数字は過去 100 年間での濃度上昇 100 PPM で

3.3 度の気温上昇に対応する事になる。気象庁のホームページによればこの数字は 0.73 度である 2)。

海水の熱容量や水蒸気による赤外吸収、対流の影響など多くの要因が複雑に関係して単純でないこと

は明らかである。しかし CO2 濃度増大が温暖化の負の特性要因になることはない。全世界が CO2 排出

削減に取り組む合理性は高い。もちろん CO2 濃度の上昇防止には海洋植物や陸地の熱帯雨林が、光 

 
図 2 バランス点から見た地球温暖化の特性要因 
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合成により大きな役割を果たしていることを忘れてはならない。海洋汚染、森林伐採等に対する対策

も重要な方策である。従って近年の気候変動による自然災害の激化を減じるためには CO2 の削減と同

時に環境の保全という両方の方策が求められている。  

図 3 に主な再生可能エネルギーのエネルギー起源と利用できる形態への変換プロセスを示した。環

境を変化させず、また多様性生物のバランスを崩さない範囲で再エネは利用する事が許される。飽和

成熟地球は豊かであるがルールは厳しいはずである。生存圏の持続性を保つために再エネのルーツを

辿り、適切な利用方法を開発することが重要である。最終利用形態にある再エネの腑存量は NEDO 再

生可能エネルギー技術白書 3) に調査結果が記述されているが全量が利用可能ではない。環境が許す範

囲の把握が重要である。逆に数千年から数万年の範囲では実質無限といってもいい再生可能エネルギ

ーも多く存在する。技術開発の可能性を見据え、方向性を決めるときこれらの判断は重要である。さ

らに重要なことは地球温暖化要因を CO2濃度だけではなく他の重要な要因の寄与率をより正確に把握

することである。有効な技術開発を進めるために効果的に資金が使われるためである。即ち 2100 年

110 億人の豊かな飽和地球がゴールでありそのビジョンに整合し実現する技術開発でなくてはならな

い。我が国は省エネ技術では世界の先端を行き、2100 年においても電力使用のお手本になる技術を持

つと考える。このことは世界の総電力算出に当たって、わが国の現在の使用量を基準値とする合理性

を示している。現在の日本人の平均消費電力は約 1kw である。人口を掛け算して我が国の総電力平均

は 120 GW（1 億 2000 万 kW）である。この値を基準にすれば、途上国がすでに存在しない 2100 年の

世界の総電力使用量は、省エネ技術が拡散し、かつ季節変動や昼夜の電力需要が地球全体で相互に融

通・平均化できる技術が可能であると仮定すれば、一人平均 1 kW の数字をそのまま用いることが可

能である。即ち世界の総電力需要は単純に、1 kW/人×110 億人＝110 億 kW である。一方、地球が太陽

から受けるエネルギーは反射分を差し引いて 1.2×1014 kW（120 兆 kW）と計算されている。従って太

陽エネルギーの恵みは世界の総電力需要の約１万倍であることがわかる。これは、世界の総電力需要

を全て再エネで賄った場合、バランスモデルによると地球の平均温度が一時的に 0.03 度低下する程度

に太陽活動が弱まった状態に対応する。尤も利用された後、最終的には熱エネルギーに変換されるた

め実際には平均気温は変化しない。植物の光合成などがわずかに影響を受けることになるが、マクロ

に見れば十分許容できる範囲であると考えられる。言い換えれば再生可能エネルギーを地球が平均化

図 3 再エネ発電機とエネルギー源との相関及びエネルギー形態の変換プロセス 
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（相互融通）して使うことができれば、環境に殆ど影響なく安全に利用できる範囲であると結論付け

ることが可能である。 
しかし、再エネは空間に不均一に拡散し、その密度は一様では無い。太陽エネルギーは利用形態

として風力、太陽光、波力、海流、水力等多様なエネルギーに変換され利用される。図 3 はエネルギ

ー源と再エネ電源の関係を表したものである。拡散したエネルギーを収集する技術が再エネ利用の本

質の一つである。太陽光以外にも、地球の角運動量エネルギーは莫大な量を示し、数万年の単位では

実質的に再生可能エネルギーの位置づけが可能である。地球の慣性モーメントは、均一密度を仮定す

れば簡単に求められ、その運動エネルギー は慣性モーメントに 1/2×（角速度)2 を乗じて得られる。

その値は、2.56×1029 J であり kWh への換算値は 7.1×1022 kWh である。人類が使用する電力の約 4.6
億年分に相当する。このエネルギーは多様性生物がそのバランスに影響を受けない範囲で非常に期待

が持てるエネルギー起源である。図 3 に示すとおりこの種のエネルギーの利用形態の典型例は潮流エ

ネルギーである。NEDO の白書 3) によれば我が国における潮流エネルギーは瀬戸内海に集中してお

り、潮流そのもののポテンシャルが小さく有効地域は限定的である。しかし、四季を通じて安定した

エネルギーが得られることは優れた性質である。用途により目的により単独または最適な再エネと組

み合わせることができる。時空間で短周期的、長周期的な変動を持つものや逆相関を持つエネルギー

を持つ組み合わせが再エネ利用には有効である。各再エネの特徴の調査研究が必要であることは言う

までもない。ここでも前提条件として生命としての人類生存の基盤を成す生物多様性に悪影響を与え

ない再エネ電源の組み合わせであることを忘れてはならない。 
 

4. バックアップ電源の不要な再エネ電源発電所 

再エネが CO2 削減に良いことは自明であり、各国固有のエネルギー資源であり安全保障上重要な電

源であることも理解されている。それでも各国の電力会社はパリ合意までは少なくとも乗り気ではな

かった。販売する電力と購入電力との間に事業を進めるには難しすぎる壁があった。価格面、品質面、

物流面（納期）は商品の 3 要素と言われるが、再エネについてはどれも難しく、現状の火力、原子力

を置き換え、主力電源にすることには技術的、経済的に無理があった。①価格の面では政府が FIT（feed 
in tariff：固定価格買い取り制度）を義務付け、再エネ事業者が利益を出せる構図にした。半面、国民

の電力料金は上昇の一途をたどった。②品質面については不安定で不確実な再エネを使いこなすため

には再エネの設備容量と同量の調整用の火力が不可欠として二重投資の不合理性を訴え、電力会社は

難色を示している。EU 圏は国際連携線が機能するため、再エネは国際間で 2 次元空間的な平均化効

果が強く、再エネ導入の許容比率は比較的大きい。半面各国の電力会社の経営が独立できないところ

に問題を抱える。③さらに物流面では再エネ発電所の分布や立地条件が従来電源と全く異なるため、

これまでの物流を担った電力線の電流分布が変わり新たな変電設備や電力線増設工事が求められてい

る。④これらの費用負担面で折り合いが付かず、再エネ導入は思うようにいかないのが現状である。

我が国は電力グリッドの規模や形状のため、どの要素においても欧州より不利な立場であり、この分

野で世界から遅れつつある。これら 4 つの問題は再エネ電源の開発とは別の問題であり、新しい事業

モデルの創出や中間製品的性格を持つ再エネを従来の系統に導入する技術的課題を解決する必要性が

ある。再エネ電源の開発は政府が研究開発費を手当てし実証的成果が上がりつつあるが、システム技

術については電池の開発を除いて十分とは言えないのが現状である。この問題の本質は電力（商品）

を完成品ではなく中間製品で納入するために発生するといっても過言ではない。品質や納期、数量の

取り決めがなく発電事業者と電力事業者があたかも事業意志に無関係に取引をしているように見える。

即ち再エネ電力は一般商品の物流システムを前提にした事業者間の取引ルールを考えることは不可能

と言える。この中間品を完成品にまで高め、取り引きする技術開発やシステム検討が求められている。

筆者は英国等でスタートしたコネクト＆マネージはあくまで発展段階での苦肉の技術であり、再エネ

が主電源となった時には事故が多発する電力システムにならざるを得ないことを危惧している。①バ

ックアップ電源が不要で、②需給調整ができる再エネ電源開発が求められている。③しかも取引は基
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本的に系統線に接続されている既存発電所サイドである。この 3 条件が揃えば再エネという電力商品

は既存の電力系統線での物流と配信サービスが可能であり、自然な形で化石燃料から再エネへの転換

が進む。上記の３条件を満足する再エネ電源の一例を図 4 に示す。いくつかの再エネが組み合わされ

て海洋インバースダム 4,5,6) とい

うプラットフォームに固定され、

それぞれ特徴のあるエネルギー

を供給している。海洋インバース

ダムとは揚水発電の原理を利用

して海中に大きな空間を作り、海

水の重力ポテンシャルとしてエ

ネルギーを蓄える海洋構造物で

ある。図 5 に構造と機能を示す。

海中に空間を作る方策は大きく

分けて 4 種類（ケーソン型、沈埋

型、海底トンネル型、築堤型）が

存在するがここではケーソン型

についてのみ説明する。図 5 はわ

が国の領海内の 100ｍ前後の水深

を持つ海域に最適なケーソン型

を示している。容量は数十 MWh
程度が適当であり、MW クラスの

海洋再エネ発電所の出力平準化

に最適である。自然災害に強く最

悪事故の場合にも海洋汚染や人

災に繋がらないことが特徴であ

る。海洋での最適な再エネ電源の

組合せは風力と太陽光発電であ

る。前者は沖合にプラットフォー

ムを作れば風況は一般的に良く

（NEDO 白書：設備利用率＝

31％）、また太陽光パネルは景観

を悪化させることなく日陰のな

い場所で最高の設備利用率が期

待できる（15％）。さらに風力に

相関の高い波力エネルギーが 10 
kW/m でプラットフォームに周

囲全体から波力エネルギーを吸

収することが可能である。波力は

風力によって引き起こされるが

遠方の風力も波として伝わり時間差を持ってエネルギーを供給する。このことは再エネの平均化に効

果的である。装置の固定は海洋インバースダム側壁海水面に潮の干満差の数 m の鉛直移動距離を吸収

するように固定すれば効果的である。また上述の潮流エネルギー装置を同様に深度 10-30m 近辺に固

定する。これにより大型スクリューの抗力を容易に吸収し、年間を通して信頼度の高い往復流体のエ

ネルギーを得ることが可能である。このようにいくつかの洋上再エネ発電機のプラットフォームとし

て海洋インバースダムが機能することは、空間を多重に使うことになり拡散する再エネを一か所で収

図 5 ケーソン型海洋インバースダムの構造例と組立設置プロセス

図 4 バックアップ電源不要の洋上 200 万 kW 再エネファーム 
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集できるというメリットを持ち、再エネの欠点を緩和する。 
図 6 は海洋インバースダムがいくつかの再エネのプラットフォームとして機能する洋上再エネ発電

所構想の一例である。ここで作られた安定した電力は、成層圏プラットフォームにマイクロ波を用い

て無線でエネルギーを供給する。高度は成層圏下部の 20 km であり伝送電力は約１MW である 7)。海

洋インバースダムの備蓄容量は 50 MWh であり約 2 日間の再エネ投入がなくても成層圏にエネルギー

を送ることが出来る。再エネベストミックスとは、時空間的な平均化に近い組み合わせを持つ異なる

エネルギー形態の集団であると言える。しかし、海水の重力ポテンシャルはエネルギー密度が低く数

時間から数日の時間的平均化効果を持たせること、大電力で速い需給調整機能を持たせることには有

効であるが、週単位、月単位、季節単位の変化に対してベストミックスだけで安定電力を供給するこ

とは、経済合理性の観点から合理性があるとは言えない。あまりにも大型の備蓄装置（海洋インバー

スダム）が必要だからである。 
長期変動の吸収には H2-PtG（パワーツーガス）との組み合わせが効果的である。水素ガスはトヨタ

のミライで既に燃料電池と組み合わせて商用車として実用化されている 8)。第 5 次エネルギー基本計

画でも「水素社会の実現」として位置付けられ、一層技術開発の進展が期待される。従って水素シス

テムの貯蔵能力と海洋インバースダムの強靭なプラットフォーム性、大電力高速需給調整能力との機

能融合は長期変動を吸収する有力な補完技術として期待される。海洋インバースダムの巨大空間の上

部は水圧が低くエネルギー備蓄への寄与率は極めて低い（1％未満）。この上部空間（20-30m）に水素

エネルギーシステムを収納することは備蓄密度の観点から効果的である（図 4）。一方、水素社会の実

現には、製造や運搬、安全面に課題を残すが、洋上のプラットフォームの内部空間、即ち頑丈に閉じ

た系（圧力弁は持つ）で運用する限りこれらの本質的課題は消滅すると考えられる。再エネ電力によ

る水の分解の高効率化は一般的には期待できず、改善には大型化・複雑化によりコスト高になる。し

かし、海洋インバースダムの備蓄エネルギーで作った安定電力を使えば電気化学的条件が安定するた

め水素製造の効率向上が将来にわたって期待できる。大型高圧タンク（＞70Mpa）により数か月分の

エネルギーの備蓄が可能である。この巨大な水素の備蓄エネルギーを水素燃料電池で電気に戻して揚

水発電の電力と合成して系統に送り届ける。また、海洋インバースダムの備蓄量が少ない時には水素

燃料電池を用いて揚水発電の備蓄量を緩やかに補充することは効果的である。大きな備蓄量に特徴を

持つ水素ガスの発電効率は 60％が報告されている 8)。あくまで安定供給が目的であるため電力の一部

を水素変換して備蓄量の一部を電気に再変換する方式を取る。海洋インバースダムと水素 PtG との融

合技術の本質は、以下に述べる。再エネの高効率変換による品質改善と大電力需給調整供給力が海洋

図 6 成層圏プラットフォームによる（国境）離島観測システム 
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インバースダムの役割であり、水素 PtG 技術は再エネの季節変動という長周期変動を平準化できる大

量のエネルギー備蓄と 100 万 kw クラスの水力発電装置のパフォーマンスを常に最高に保つ役割を持

つ。図 7 に KID（海洋インバースダム）と H2-PtG の発電システムにおける位置づけを示した。同一

空間に両者が存在し、機能融合することによる信頼性のある再エネ発電所実現の可能性を示した。こ

の技術の社会実装により電力事業から再エネバックアップ用の火力発電機は姿を消すことが期待でき

る。 

 

5. 洋上再エネ発電所の具体的構成 

バックアップ電源不要の再エネ発電所は洋上のエネルギーセンターと考えられる。しかし、主力電

源として位置付けられるためには、その規模は少なくとも 100 万 kW クラスでなければならない。洋

上風力だけでエネルギーセンターを実現するときの専有面積とその構成を図 8 に示す。NEDO 白書の

１平方 km 当り 10 MW の最大設備容量を前提にし、設備利用率を年平均 31％として、100 万 kw 発電

所を設計すると直系 22 km の円形の海上面積が必要であることがわかる。この時ウインドファームの

面積は 380 平方 km、10 MW の洋上風力発電機は概略 343 機必要である。洋上風力の電力は 49 機ごと

に 6 角形のサブファームを作り 50 MWh の蓄積容量を持つ 7 基の海洋インバースダムがエネルギーを

蓄える。さらに 7 組のサブファームで一つの巨大なウインドファームを構成する。個別の海洋インバ

ースダムの構造は図 5 と同じである。上部空間には循環型の水素―電力変換システムと貯蔵タンクが

収納されている。31 機の海洋インバースダムの強固な建造物に分散して水素を貯蔵することは最悪の

事故の場合でも洋上発電所が機能を停止しないという高い信頼性を担保できる。自然災害、人災、点

検・故障、事故等あらゆるリスクに強い耐性がありサービスを継続できる事は再エネ発電所の大きな

メリットである。再エネベストミックスのメリットを生かすために太陽光パネルが風力発電と洋上で

海域を共有している。風力発電機のピッチは大きく太陽光は殆ど影になることなく発電することがで

きる。季節変動にこの種の組み合わせは有効である。現状洋上で動作する太陽電池パネルは既にキャ

ビンクルーザーなどに採用されている。22 km の直径を持つ洋上エネルギーセンターの周囲は約 69 km
である。NEDO 技術白書 3) によれば、波力発電の設備容量は 10 MW/m2 として最大で 690 MW まで 

図 7「海洋ｲﾝﾊﾞｰｽﾀﾞﾑ」と「PtG（H2）装置」の融合がﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ電源不要の再エネ発電所を構築 
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可能である。沖合で柔軟な動

きをする整合型の波力発電機

の研究開発が期待される。潮

流発電は上述したように信頼

性が高い発電機である。海洋

インバースダムへの再エネ発

電装置の固定方法は比較的容

易である。再エネの複数ハイ

ブリッド型の発電所は平均化

操作が期待でき、エネルギー

センターの信頼性が高くなる

ことは言うまでもない。 
図 9 は実施場所の一例とし

て国境離島である対馬近辺の

海域に再エネエネルギーセン

ターを構築した場合のイメー

ジ図である。深度が 100-110 m
ぐらいで比較的フラットな海

底を持つ海域でかつ風況にも

優れている。即ち波力も期待

できる海域である。対馬海流

のエネルギーも非常時には使

うことが出来る優れた場所と

して候補地例とした。何より

もこの海域は国境離島にエネ

ルギーを届ける重要な意味を

持つ。このような海域が日本

列島の周辺にどれくらいある

かは未調査である。図 10 は再

エネエネルギーセンターを事

業の視点で見たときの機能構

成図でありセンターと事業の

関係を示した。淡水プラント

事業とのシナジー効果が中東

や北アフリカ等、降雨量の少

ない海外では大いに市場性が

期待できる。 
 

6. 地上再エネの限界と宇宙太陽光発電 

これまで地上の再エネの収集ばかりに目を向けてきた。品質の優れた電力供給と需給調整能力、大

電力供給能力などについて述べ、バックアップ電源をなくすために水素貯蔵技術との融合が必須であ

ることに触れた。しかし、再エネの収集と平準化技術のみに着目し、再エネの状態が 2100 年の飽和時

代を超えて概略同じという仮定の確からしさの検証は必要である。また、今までの議論においては地

球上の地政学的な検討は省略した。さらに気候変動の影響などは全く考慮しなかった。100 万 kw の洋

図 9 離島サービス面から見た GW 級洋上ウインドファームの適地例 

図 8 120 万 Kw の洋上ウインドファーム例（342 基×10MW) 
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上エネルギーセンターを再エネの核とすれば、110 億人の電力である 110 億 kw の発電所は 1 万個の

発電所に相当する。面積にすれば 380 平方 km でハイブリッド再エネにより発電能力は 2 倍まで増加

するという期待値を入れてみる。この時 5000 個あれば世界の電力は物流問題を除けば解決すること

になる。総面積は 380×5000=190 万平方㎞の土地が必要である。メキシコかインドネシアまたはサウ

ジアラビア一国位の面積である。再エネは性質上１箇所に集めて取れるわけではない。地球上に薄く

分布して収集できる、またそうでなくてはエネルギー自立の意味を失う。振り返って地政学的な影響

を強く受ける。大陸国、島嶼国、半島国、緯度の大きさ、海洋性、草原性、山岳性など気候条件によ

って、また人口密度、都市型国家等社会形態によっても有効な再エネは互いに異なると言わざるを得

ない。当然再エネ収集・利用形態も異なり、利用可能な絶対量とコストに差が出るのはやむを得ない。

再エネは拡散しているが、全ての国がひとりあたり換算で公平に利用できるかというとやはり地域偏

在感は拭えないであろう。これは再エネの一つの限界と言うべきであり、人間も他の生命と同じルー

ルで生きる証でもある。化石燃料の利用は人間が他の生物からエネルギー的に決別して独自の文明を

築いたことを示している。そこに持たざる国と持つ国の決定的格差が生まれ紛争原因が生じた。 
各国が安全保障のために自立するためには、再エネが更に均一で、その国にとって都合の良い拡散

分布をしていることが望ましい。恐らくそれは願望の域を出ない。地上の再エネの限界を乗り越える

手段として、究極の再エネと言っても過言ではない宇宙太陽発電か、地球が内部に大量に持つ熱エネ

ルギーの利用がある。エネルギーネットワーク（電力グリッド）の構築と運用の柔軟性、研究実績、

技術成熟度を考えれば前者が遥かに有力な候補であることは言うまでもない。宇宙は太陽エネルギー

で満たされている。また太陽光発電パネルの実績もある。あとは宇宙と地上の任意な点をワイヤレス

に接続できれば人類は大量の再エネを手に入れることができる。無線電力伝送の周波数候補は 2.45 
GHz、5.8 GHz、24 GHz 帯等の ISM パンド（産業用周波数）でのビーム型電力伝送技術が盛んに研究

されて来た 9,10)。システムの天才発案者はピーターグレーサー（1968 年）である 11)。その後、多くの

人達によって原理的検証が実験的にまたシミュレーションを使って行われてきた 12,13,14,15)。36,000km
上空の静止軌道に置かれた太陽発電衛星からおよそ 2-3 km の太さを持つ密度の薄い安全なマイクロ

波ビームを作って質の高いエネルギーを昼夜休みなく伝送する。太陽発電パネルで発生した熱エネル

ギーはそのまま宇宙へ放射するため、エントロピーをほとんど持たない高品質のエネルギーを地上の

任意の点に届けることができる。風袋（質量物質）なしで配達時間（遅延時間）は 0.1 秒の高速であ

る。理想的な再エネの物流システムと言えるであろう。石油や天然ガスだと燃料を使う運搬船に積み

込み数日から数週間をかけて温室効果ガスの衣を着て配達される。一方、原子力や核融合発電は CO2

を原理的に発生しない。しかし、利用エネルギー以上の熱発生は避けられず地表の空気や海水を必要

図 10 海洋インバースダムを 21 世紀後半のｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ・淡水センターとして位置づける

生存圏研究 第14号 p.32 2018年

−32−



以上に温めることになる。また廃棄物を伴うことは避けられない。 
宇宙太陽発電という理想的なエネルギーシステム実現の現状における最大の阻害要因は巨大な発

電衛生を宇宙まで運ぶことである。打ち上げの技術は日進月歩であるが現状の我が国の大型衛星打ち

上げを担う H2A204 ロケットを例えば、この目的に使用するためには、価格（約 90 億）を 2 桁下げる

設計・運営技術が要求されるという試算が出来る。海外ベンチャー企業（スペース X 社等）の再使用

技術や、量産化技術、更に再使用準備期間の短縮などで輸送能力を高め輸送コストを大幅に下げよう

としている。確かに設備寿命が長く稼働率が高ければ運賃は確実に下げることができる。燃料費は打

ち上げ費用の 5％前後と言われているため、ロケットによる輸送費用はひとえに設備寿命と稼働率に

依存すると考えて差し支えない。米国の場合、火星探査、火星移住という巨大な国家目標を持ってい

る。これが民間企業の開発投資（1200 億円）を生み出している。わが国の宇宙太陽発電衛星の重量は

概算で 2 万 5000 トン/200 万 kw である、単純に打ち上げ能力を 5 トンとすれば 5000 回の打ち上げが

必要である。毎日 1 回打ち上げても 13.6 年の仕事である。我が国の総電力を賄うには 120GW の発電

衛星が必要である。2100 年には 60 機の太陽発電衛星が運営体制にあるという計画をたてるとする。

2040 年から打ち上げを初めて 60 年間かけて毎年 1 機の宇宙発電所が営業運転を始める事になる。5 ト

ンの打ち上げ能力のロケットに頼ると毎日 14 回、年間 5000 回のロケット打ち上げが必要である。ロ

ケットの打ち上げ費用を 1/50 にすると、1 年間の輸送費用は 9000 億円となり発電衛星 1 機分の費用

を 1 兆円とすれば総費用で 1 兆 9000 億円/年となる。地上局のアンテナ費用は含まないが、2 GW の原

子力発電所の最近の価格と比べて同等である。しかも絶対安全が確保でき、クリーンでかつ稼働率が

高い。可動部分を持たず、修復は部分的にできるからである。宇宙発電所内では全てのエネルギーが

集まる点がないためメンテナンスは薄い電力密度の空間で AI ロボットが作業可能な範囲であると考

えられる。費用をどう見るかは議論が必要であるが燃料棒の交換や高温で動作するタービンの点検等

は必要でなく、ユニット化された通常部品の交換で発電所の維持管理は可能であり、非常に高い稼働

率が期待できる。これらは全て実質的電力コストの低減につながる。 
一方で、打ち上げコストが 2％になるには全く新しい発想が求められる。マイクロ波ロケットの研

究もそのひとつである 16)。前提にしているのは人を運ばない貨物ロケットである。すなわち急な加速

が許されるということである。化学ロケットは打ち上げ時の速度ゼロの時のエネルギー効率は 0％で

あることはよく知られている。スピードが上がればエネルギー効率は速度に応じて大きくなる。最大

効率は燃料噴射速度が上昇速度に等しいときに得られる。従って打ち上げ時に初速度を外部から与え

ることができれば燃料のエネルギー効率は大きく改善される。筆者は貨物だけを運ぶ場合にはレール

ガンのような電磁力を打ち上げの際に併用できないかと考えている 17)。燃料噴射速度（約 2.5 km/sec）
に近くなるまでローレンツ力で加速した直後に化学ロケットのエンジンが動作するのが現実的である。

この時燃料噴射の運動エネルギーは全てロケット本体の上昇エネルギー（位置エネルギーの増加）に

使われる。もちろん軌道に載せるプロセスではエネルギー整合よりも方向制御、速度制御が重要であ

る。しかし、費用の大部分を占める初段エンジンのエネルギー整合は燃料タンクの大きさや燃費に対

して圧倒的に有効であると考えられる。電磁的加速により初段エンジンの負荷はかなり小さくなる。

余裕分は「再使用」という新たな機能（垂直着陸等）を付加することに使われる。これによってコス

トと寿命は大きく改善されるであろう。「再使用」を可能にする技術は 100 万にも及ぶ部品点数の革新

的な高速測定・AI 診断技術に加え、我が国の得意分野である高信頼性材料の開発が 100 回を越す再使

用機体の実現を可能にすることを期待したい。「再使用」技術と「初速度投入」技術の確立は衛星の高

速輸送システムに二ケタのコストダウンをもたらすであろうと筆者は確信する。レールガンの技術は

軍用としては多くの問題を残すが、民生用途のロケットについては、発射装置は重量制限がなく固定

であり、発電所確保もスペース確保も有利である。一つの機能に特化した発射装置が作れるからであ

る。日米の先行研究などにより、有効な要素技術は揃いつつあると考える。21 世紀は宇宙科学、宇 
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宙産業を抜きには考えられない。早い時点からの多くの人のアイデアを集結した低コストロケットの

研究開発を始めることが、成功の必須条件であると筆者は考えている。 
多くの太陽発電衛星が地上の電力グリッドに電力を供給する地上局の確保が必要である。実証実験

も小規模から始めるのが望ましい。第 5 章で述べた洋上再エネ発電所は太陽光パネルが風力と季節変

動を考慮したバランスで面積を専有している。風力と宇宙太陽発電所からのマイクロ波は空間を共有

できるが、地上の太陽光パネルは中央に半径 10 km の円内に敷き詰め年間での発電量を風力と合わす。

この時外側の面積にはレクテナアレーを配置する。静止軌道に置いた発電衛星からのマイクロ波電力

ビームはドーナツ状の領域に送電する。この場合、静止軌道の発電衛星のアレーアンテナのサイズは

わずか直径 300m で十分な機能を果たす。地上局（洋上エネルギーセンター）のアンテナエリアが大

きく（22 km）取れるためである。図 11 は静止軌道上の小型発電衛生から洋上のエネルギーセンター

にマイクロ波電力伝送する様子を、電磁界シミュレーターを用いて計算したものである。伝送電力は

発電衛星の面積に比例するから 10-20MW である。この電力は奇しくも 2001 年に長友信人氏が宇宙科

学研究所報告第 43 号に発表された SPS2000 のシステムコンセプトと一致する 18)。最初の最小の実用

化発電衛星の規模を合理的に算出されたものである。この衛星の重量は 300-400 トンで設計可能であ

り、早い時点でユビキタス衛星として途上国や人口密度の低い地域へのサービスが可能である 19,20)。

現在運営中の国際宇宙ステーション（ISS）の重量は約 420 トンである。低軌道衛星ではあるが同じ程

度の重さを持つ衛星の打ち上げと組み立て実績があることは非常に有益であると言える。さらに 20 年

に亘る有人による宇宙実験・調査は貴重な見識とデーターを発電衛星に提供するものと確信する。 
一方、地上における洋上のエネルギーセンターの構築は最小規模の打ち上げ可能な太陽発電衛星の

実用化を可能にする。小型の太陽発電衛星は軌道上で組立てることが可能であり、複数の小型衛星を

宇宙で一体化して一つの完全な発電衛星(2GW)として機能することもできる。図 12 は複数の小型発電

衛生が同期して地上のエネルギーセンターに送電しているイメージ図である。一つ増やすごとに電力

が 20 MW 単位で増大することは興味深い。全体の位相の同期を取る事によって地上で電力が合成で

きる。この技術は電力伝送の新技術として 2017 年に開発された両サイドレトロ技術をマルチビーム 

図 11 小型静止衛星から低漏洩ビームで地表へ届ける 
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に適用したものである 21)。図 13 に両サイドレトロ技術のブロックダイヤグラムを示す。パイロット

信号と電力伝送のマイクロ波ビームは、互いに時間反転された関係にありマルチビームで送り出した

信号がそのままの位相で帰ってくるため、電力の完全合成が可能になるという原理を利用したもので

ある。グレーティングローブやサイドローブを殆ど持たない 36000ｋｍのマルチビーム伝送が特長で

ある。この技術は漏洩電力が最小になる状態を自ら作り出す自己収束ビーム技術である。漏洩した方

向からは電力の戻りがないため、再び時間反転界は作り出さないからである。この技術により従来の

フェイズドアレーアンテナではできなかった低漏洩の伝送路を図 14 のように作り出すことができる。

大電力伝送の社会実装には極めて重要な技術ということができる。100 個の衛星が打ち上がり、相互

距離を縮めてマイクロ波の一体型動作を行えばテーパー型のビームが直線的になり、地上局の大きさ

も直径 2-3 km のアレーアンテナで受電することが可能になる。即ち 100 個を超えて一体化した太陽発

電衛星から複数の地上局へ同時に電力伝送が可能になる。もちろん小型衛星 100 個を一つの単位とし

て軌道上の別の場所に距離を置いて並べることも可能である。このように宇宙と地上がマイクロ波電

図 13 両サイドレトロ技術のブロックダイヤグラム 

図 12 小型宇宙太陽発電衛星と洋上ウインドファーム（1.8 GW）の連携 
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力伝送システムを用いて連鎖的にエネルギー接続することができる。軌道も静止軌道だけでなく準天

頂衛星に使われている 8 の字型軌道を使うことも可能であり、電力の国際性、サービス性、効率性を

大いに高めることが出来る。特に高緯度の国の人たちにとっての恩恵が大きいことは電力のグローバ

ル化や効率化に大いに貢献できる。即ち地球規模の電力グリッドと位置づけることができる。再エネ

による強固な洋上エネルギーセンターが宇宙エネルギーをも扱えるセンターとして発展することは喜

ばしい。宇宙発電所と地上発電所とでバランスが取れることは人類にとってのリスク軽減に貢献でき

るであろう。2050 年までの再エネの発展ステップを図 15 にまとめた。2100 年飽和人口を持つ地球が

持続発展可能であるために早急な判断と行動が必要なことがこの図 15 より読み取ることができる。 
 

7. おわりに 

第５次エネルギー基本計画が閣議決定された時期でもあり、政府のエネルギー政策とパリ協定を現

状の産業界が抱えている問題と照らし合わせて現実的な解決策を探してみた。人口 110 億の地球はと

てつもなく大きな問題を抱えることを改めて認識した。エネルギー問題は人類社会にとっても、多様

性生物にとっても水や空気と同用に最も基本的なインフラの代表格である。化石燃料は人類を別物に

見える演出をしたが争いを激化させ、さらに気候変動による自然災害という 2 重の苦しみを反作用と

して生み出した。この傾向は人口増加とともに増大することは容易に想定できる。110 億の静止人口

を持つ地球の成熟社会のルールと設計図を作る時期に来ていることは明白である。大気汚染、海洋汚

染、土壌汚染対策は待ったなしである。しかし過剰なエネルギーが作り出したものはクリーンなエネ

ルギーがなければ処理できない。再エネは万能ではないことも多くの人が感じ始めているが、これ以

上の汚染を、また温暖化を食い止める大きな手段であることには違いない。これは IPCC 第５次報告

書に記載された結論である。我々は知恵を結集しなければならない時期に突入している。対症療法で

図 14 最小ビーム導波路方式による低漏洩ビームの形成 
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は間に合わない不都合な自然現象、社会現象が頻繁に発生していることも多くの人達が感じている。

110 億人への最大の恵みは太陽である。宇宙にはエネルギーが満ち溢れ、この質量を持たない流れの

エネルギーの利用が最も自然である。地上に偏在する化石燃料の奪い合いとはわけが違う。太陽から

はいくら奪っても紛争の原因にはならず、温暖化の原因にもならず汚染の原因にもならない。これは

世界の紛争の半分を消滅させる力があると考えている。宇宙太陽発電システムの構築や地上のエネル

ギーセンターの構築は社会面、技術面から見て実現には多くの困難が伴う。しかし実現を完全否定す

る材料はない。我が国の産業という次元の話ではなく、ホモサピエンスが 22 世紀に幸せな暮らしがで

きているか、絶滅種になっているかという判断が今、私たちに求められている。 

図 15  再生可能エネルギーの進化と拡大（海洋から宇宙まで） 
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概要 
卵菌類の仲間には、農作物へ甚大な被害を与えるものやサケやマスの養殖業、動物や人に被害を与

えるものがある。本稿では、抗卵菌物質の現状として卵菌に属するミズカビに対しての抗菌剤の現状

について述べると共に、放線菌 Streptomyces sp. TK08046 株が生産する抗卵菌物質であるサプロルマイ

シンの特性や生合成遺伝子の取得と解析について紹介する。 

 

1. はじめに 

卵菌には、陸上植物へ甚大な被害を与える『根腐れ病』や『立枯れ病』の原因の菌になる Phytophthora 
や Pythium 属などが含まれており、ジャガイモやトマトの疫病菌の Phytophthora infestans 1), 2)がその代

表例である。このジャガイモ疫病菌はヨーロッパ全域でジャガイモを壊滅的に枯らし、１９世紀中ご

ろにアイルランドで歴史的な大飢饉を引き起こしたことで知られる植物病原菌である。ジャガイモは、

世界中で年間約１億トンも消費される主要作物の一つで、ジャガイモ疫病菌がもたらす年間被害額は

５０億米ドルに達している。このことは、農業に深刻な打撃を与え続けており、食糧を確保する上で

の問題点の一つである。 
水産業では Saprolegnia や Achlya、Aphanomyces 属などによってミズカビ病が引き起こされる 2), 3)。

これらの卵菌類によって引き起こされる魚病は 2 つに大きく分けることができる。一つは主に

Saprolegniaが感染することによって引き起こされる魚体や魚卵の表面に寄生し繁殖する外部寄生型の

ミズカビ病であり、もう一つは Aphanomyces や Saprolegnia などが魚体内の器官で菌糸を伸長させるこ

とにより引き起こされる肉腫症や内蔵感染症がある 3)。特にサケ科魚類の受精卵に発生する

Saprolegnia が原因のミズカビ病が深刻で、養マス業に大きな被害を及ぼしている。 
また、馬や犬などの動物にも感染することが知られており、その感染が人にも及ぶことがある。人

への感染例は、Pythium insidiosum が報告されており、重篤化する場合もある 4), 5)。また、卵菌は真菌

とは細胞壁、細胞膜中のステロイドなどが異なるため従来の抗真菌症薬剤では治療が困難である。症

状が重篤化した場合の治療法は患部の摘出による治療法しかない。 
農業、水産業、人の健康に影響を与える卵菌類に対して特異的に抗卵菌作用を示す化合物は、期待

が高いのが現状である。 
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図 1：マラカイトグリーンおよび

ブロノポールの構造 

マラカイトグリーン ブロノポール

図 2：サプロルマイシン A および E の構造

2. 抗卵菌物質の現状 

2.1 抗ミズカビ剤について 

ミズカビ病に対しては、薬剤による予防手段が主な方法であり、現在、この魚病に対する根本的な

治療法は未だ見出されていない。薬剤を用いた予防法としては長い間、マラカイトグリーン（図 1）
を用いた魚卵などの薬浴が行なわれていたが、げっ歯類を用いた発癌性試験によって発癌性が示唆さ

れたため、現在は養殖場での食用魚に対する使用が法律によって制限されている 6)。マラカイトグリ

ーンの代替薬としてパイセス®が国内で承認されているミズカビ病の予防薬剤であり、欧州などでも

使用実績がある 7)。 
パイセス®という薬剤はブロノポールという合成抗菌剤を主成分としている（図. 1）。ブロノポール

は化粧品や洗顔料などの防腐剤として使用されて

きた経緯があり、比較的に人体への影響は少ない

ものである。ブロノポールの作用機構については

完全に解明されていないが、細菌のチオール基を

含む酵素の活性を阻害し、菌体の細胞膜を変成ま

たは破壊させることにより静菌的または殺菌的に

作用すると考えられている 7)。ブロノポールは幅

広い活性を有し、ミズカビ病の原因微生物のみな

らず、バクテリアや水生の動植物プランクトンに

対しても毒性を示すため、薬浴後の処理水の大量

希釈が必要となっている。したがって、代替薬剤 
の開発が望まれている。 

 

2.2 抗ミズカビ作用を示すサプロルマイシンについて 

放線菌 Streptomyces sp. TK08046 株が生産す

るサプロルマイシン A および E（図 2）は、ア

ングサイクリン系抗生物質である。サプロルマ

イシン A および E は、サケやマスの養殖におい

て被害をおよぼすミズカビに対して最少発育阻

止濃度（MIC）がサプロルマイシン A は
0.0039μg/ml、サプロルマイシン E は 0.0078μg/ml
と非常に低濃度で抗ミズカビ活性を示すもので

ある 8)。市販のパイセスと比べても低濃度で作

用することが分かる。また、サプロルマイシン

E は、植物プランクトンに発育阻害活性を示さ

ない上、動物プランクトンのミジンコに対して

は、パイセスに比べて IC50（半数阻害濃度）が

高く、毒性が低い（表 1）。 
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表 1：サプロルマイシン A および E の生物活性 

対象生物 MIC (µg/mL)

サプロルマイシン A サプロルマイシン E パイセス®

真核生物 卵菌 Saprolegnia parasitica
（ミズカビ）

0.0039 0.0078 5.0

植物プランクトン 緑藻 Chlorella kessleri >100 >100 62.5

藍藻 Synechocystis sp. >100 >100 6.3

動物プランクトン Daphnia pulex
（ミジンコ）

ND 4.48※ 3.69※

※ IC50 (µg/mL)ND: Not determined

    

 

3. 放線菌 Streptomyces sp. TK08046 由来サプロルマイシン生合成遺伝子について 

3.1 サプロルマイシン生合成遺伝子の取得と解析 

放線菌 Streptomyces sp. TK08046 が生産するサプロルマイシン A～E は、アングサイクリン抗生物

質 9), 10) に属しており、特にサプロルマイシン A および E は、抗卵菌物質として非常に低濃度で特異

的に作用する 8)。この特異的な作用に関しては、サプロルマイシン類の構造と活性の相関から希少糖

であるアキュロースが２つ構造に必要なことが示唆されている（図 2）。そこで、我々は、サプロルマ

イシン生合成においてアキュロースの糖転移に関与する遺伝子を解析と利用を目的に、サプロルマイ

シン生合成遺伝子クラスターの取得と解析を試みた。アングサイクリンの環化酵素と芳香化酵素をコ

ードする遺伝子を含むコスミド DNA について高速シークエンス解析を行い、42 kb の配列を解析した

結果、取得したコスミドにポリケチド合成遺伝子やデオキシ糖合成遺伝子などサプロルマイシン生合

成遺伝子クラスターと推定される領域を含んでいた（図 3）。そこで、取得した生合成遺伝子クラスタ

ーがサプロルマイシンの生合成に関与するかどうかを確かめるため、サプロルマイシン生合成遺伝子

クラスターの全領域を含むと考えられるコスミドを Streptomyces lividans TK23 株（異種放線菌宿主）

に導入し、形質転換体の代謝物を HPLC で分析した。その結果、形質転換体の代謝物において、サプ

ロルマイシン A、 C、 E が検出された（図 4）。さらに、LC-MS の分析においても、目的の分子イオ

ンを確認することができた。したがって、形質転換体は、サプロルマイシン類を生産しており、取得

した生合成遺伝子クラスターがサプロルマイシンの生合成遺伝子であることを証明した。また、遺伝

子の相同性検索結果を基にサプロルマイシン類の生合成経路についても推定した（図 5）11)。 
 

対象生物 MIC (µg/mL)

サプロルマイシン A サプロルマイシン E パイセス®

真核生物 卵菌 Saprolegnia parasitica
（ミズカビ）

0.0039 0.0078 5.0

植物プランクトン 緑藻 Chlorella kessleri >100 >100 62.5

藍藻 Synechocystis sp. >100 >100 6.3

動物プランクトン Daphnia pulex
（ミジンコ）

ND 4.48※ 3.69※

※ IC50 (µg/mL)ND: Not determined
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図 5：サプロルマイシン推定生合成経路 
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4. おわりに 

卵菌類の仲間には、陸上植物へ甚大な被害を与えるものや養殖業、動物や人に被害を与えるものが

ある。これは、水圏、植物圏、人間生活圏での質の向上においての妨げになっている。放線菌 Streptomyces 
sp. TK08046 株が生産するサプロルマイシン類は、卵菌に属するミズカビに対して生物活性を示す抗卵

菌物質であるが、特にサプロルマイシン A および E は、ミズカビに対して特異的に作用する。この特

異的な作用に関しては、サプロルマイシン類の構造と活性の相関から希少糖であるアキュロースが２

つ構造に必要なことが示唆されている 8)。そこで、サプロルマイシン生合成において希少糖のアキュ

ロースの転移に関与する遺伝子を解析し、その遺伝子を利用することでアキュロースを付加した新た

な特異的抗卵菌物質の創製が可能になるかもしれない。 
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木質系材料の塑性加工技術 
 

金山 公三1* 

 

Plastic forming technologies for wood-based materials  
 

Kozo Kanayama1*  

 
概要  

資源枯渇対策ならびに地球温暖化対策への寄与が期待されている木質系材料の有効利用の促進へ

の寄与が期待されている技術として、圧縮成形と最新の流動成形の概要についてまとめた。 
 

1. はじめに 

樹木は、根から吸い上げた水と空気中の二酸化炭素とを光合成により炭水化物に変換する。すなわ

ち、人工的なエネルギーを使用することなく、太陽エネルギーによって二酸化炭素を固定しつつ成長

する。従って、適切に「伐採」→「植林」→「育林」を繰返すことにより、木材は再生産可能な資源・

エネルギー源となり得るので、地球温暖化対策への貢献と同時に資源枯渇対策にも有効と考えられて

いる。しかしながら我が国では、現在は木材利用量（需要）が減少し、供給側の管理（手入れ）が不

十分となって荒れた山林が増加している。荒廃を防いで森林資源を良好に循環させるためには、木材

資源の需要増大に寄与する有効利用技術の開発が急務である。一方、原油や金属などの埋蔵資源は、

利用可能な状態にするためにはエネルギーを消費し、その必要エネルギー量が少なくて済む良質な資

源量の減少が進んで枯渇も危惧されている。 
工業材料として広く用いられている金属では、所要の形状や特性を得る方法として、鋳造、切削、

溶接を始めとする接合、塑性加工、粉末冶金(PM）などの多くの加工が行われている。これらの加工

では、要求される形状は勿論のこととして、様ざまな材料特性をも同時に実現することが一般的であ

り、現状での最適加工方法が選ばれている。すなわち、高寸法精度化、緻密・高強度化、あるいは逆

のポーラスな軽量化など、多種多様な要求に応える加工技術の研究や実用化が進められている。一方、

木質材料に関しても、古来より加工技術が蓄積されているが、塑性加工についての取り組み 1-3）は多

くない。伝統技術を発展させてきた曲げ加工や、一時ブームともなった圧縮成形があるが形状付与の

自由度は低い。 
ここでは、木質系材料の代表的な塑性加工技術として、圧縮成形と流動成形について、その変形メ

カニズムならびに最新の成形技術について紹介する。 
 

2. 塑性加工技術 

 図 1 は圧縮成形の一例で、切削加工無しで丸太から角材を作製したものである。木材に水を含ませ

た状態で加熱して軟化させ、プレスなどの外力で圧縮変形を行い、負荷したまま熱処理を行うと変形
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状態で形状が固定される。木材の微細構造

は、図 2 に示すように多くのストロー状細胞

の連続体である。この細胞壁に存在している

リグニンは水や各種溶剤が存在していると

100℃以下の温度でさえ軟化する。そこで、

応力の増大とともに細胞壁が座屈変形して

内腔等の空隙部分が押しつぶされる。従っ

て、負荷する外力の大きさと方向との制御に

よって、押しつぶし量や位置を制御すると、

円から正方形にというような二次元成形が

可能となる。ここで敢えて二次元成形と限定

したのは、次に示す流動成形では三次元成形

も可能であり、形状付与の自由度の飛躍的な

向上が実現されるためである。 
図 2 の模式図において、細胞と細胞との中

間の細胞間層ではリグニンの比率が大きく、上述のようにリグニンが軟化すると、所要の応力が作用

すれば細胞間層で「せん断すべり」が生じる。そして細胞相互の位置関係が変化して、その組み合わ

せによって材料全体としては大変形が生じる。また、接着剤を使用せずとも木材の自己接着能力の発

現によって成形体の形状保持が可能となることも、木質粉末成形に関する検討 4）によって示されてい

る。このように細胞がはく離、移動、再接合して大変形する現象は、細胞どうしの位置関係が変わら

ない圧縮成形 3)とは全く異なるものである。特筆すべきは、図 2 では R あるいは T 方向への移動を模

式的に示しているが、応力状態によっては L 方向（細胞の長手方向）への移動も生じるので、二次元

ではなく三次元成形が可能なことである。 
  

 

図 2：木材の構造と細胞間層におけるせん断すべり現象の模式図 

図 1：スギの圧縮成形の例 
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図 3 に成形例を示す。自由度の高い流動性を発現することを利用したもので、木材の細胞を破壊す

ること無しに成形できる。これらは、金型を用いて塊状の木材をプレス成形したもので、様々な形状

の成形体が短時間で得られる。また、素材の天然由来の木目は成形時の流動によって変化するが、こ

れまでの工業材料にはない独特な意匠性を持つ成形体が得られる。 

このような流動性は、細胞間層でのはく離によって生じていることが図 4 の拡大画像で確認できる。

これは図 5 に示すように、バルク木材に適切な温度と圧力を作用させて流動現象を生じさせてキャピ

ラリーを通過させる途中で停止し、キャピラリーへの流入部分の断面を走査型電子顕

図 3：バルク木材からの流動成形の例 

図 4：流動部分の SEM 写真 図 5：キャピラリーによる流動の概要 
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微鏡(SEM)観察したものである。ここで細胞どうしが一旦はく離しているが、キャピラリー通過後に

キャビティーに充填されて圧縮応力が作用すると図 6 に示すように接着され、一例として前述の図 3

のギア形状が成形される。この例では添加物は使用していない（木材中に結合水は存在している）。 

他の加工例として図 7 に後方押し出し加工を示す。シリンダ内に円盤状の木材を入れ、適当な温度

に保持して段付きパンチで圧縮すると、木材が流動してパンチ（細い径の部分）とシリンダの隙間を

上方に向かってせり上がって来る。すなわち、パンチの加圧方向とは逆方向に材料が押し出される「後

方押し出し加工」である。パンチのアゴ（段付き部分）にまで材料が到達すると、それよりも上には

移動出来ないので、成形体には圧縮応力が作用して細胞どうしの自己接着が促進されて成形が完了す

る。この現象を利用すると、図 8 に示すようにスギとタケを同時に加工して、かつ結合することも出

来る。また、さらに素材を増やして、松、竹、梅の同時成形も可能である。ここで重要なのは、まず

細胞が圧縮されて細胞内腔が押しつぶされ、次に細胞同士がはく離して相互位置を変化させ、最終的

に隣接した細胞と再接合することである。この現象は結合水の存在のみでも生じるが、成形中の変形

抵抗ならびに成形物の各種特性を積極的に制御するためには、成形前に各種樹脂を木材に含浸するこ

とが効果的である。添加する樹脂の種類や、その含浸方法は現在検討を継続している。 

さらなる利点として、製材加工などで発生して有効利用が難しい端材、小径木などの小さい素材も

成形可能であるため、資源の有効利用にもつながる。すなわち、従来の圧縮成形では製品の大きさは

素材以上にならないが、流動成形は細胞間でのすべり現象により細胞が移動するので、大変形による

図 8：成形と接合の同時加工例 

図 6：流動成形体表面の SEM 写真 図 7：後方押し出し加工の概要 
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断面積の拡大が可能である。その応用

例として、図 3 に示した薄肉コーン形

状（スピーカー振動板）がある。表面

積の拡大率は 400％以上、厚さは約

0.2mm 以下にまで加工している。ここ

で、細胞の繊維を残したまま成形でき

るので、振動板に要求される音響特性

（高弾性率等）も優れている 5)。 

利用拡大方法として、フェノール樹

脂やメラミン樹脂のような熱硬化樹

脂を含浸した木材を素材とする代わ

りに、アクリル樹脂等の熱可塑性樹脂

を添加剤として用いると、図 9 に示す

ようにリサイクル性の向上や、工程を

分割した多段階加工による複雑形状

の成形も可能となり 6,7)、今後の用途

の拡がりが期待される。 

 

3. おわりに 

 ここでは、資源枯渇対策、地球温暖化対策において、光合成に基づく再生産が可能な木質系材料の

有望性について述べ、その有効利用方法として、世界初の流動成形技術の概要を紹介した。これは、

木材本来の組織構造を活かした加工技術であり、樹脂材料や金属材料の分野で開発されてきた各種の

変形加工技術を応用することで、成形加工の高度化が期待される。しかしながら、研究開発は緒に就

いたばかりであり、金属材料の合金設計に相当する「樹脂含浸などによる素材調整」だけでも、解決

すべき課題が山積している。そして、この技術を発展させれば、リサイクル性、強度特性、断熱特性、

寸法安定性などが優れた成形体の製造が可能となり、木質系材料の利用範囲が拡大する。 
また、本稿では触れなかったが、木質系材料の変形固有の問題として金型の表面処理、摩擦制御や

金型構造の最適化なども重要である。すなわち、素材制御と加工プロセスとの両輪を組み合わせた研

究開発が重要である。 
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図 9：繰返し流動成形の例 
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科学衛星における電磁適合性 
 

小嶋 浩嗣1* 

 

Electromagnetic Compatibility in science satellites 
 

Hirotsugu Kojima1*  

 
概要  

電磁適合性(EMC: Electromagnetic Compatibility)の考え方は電子機器をある環境下で、その性能を保

証し動作させるために必須の考え方である。近年の地上での電気製品ではこの考え方が確立されてい

るが、科学衛星においても同様に EMC 基準の導入が行われている。特に、宇宙プラズマ環境を探査

する科学衛星には微弱な電波を観測するプラズマ波動観測器や微弱な磁場の観測器が搭載されており、

そこから要求される EMC 基準は非常に厳しいものになる。本稿ではプラズマ波動観測器から要請さ

れる EMC 基準とその具体的な内容について述べ、科学衛星における EMC がどのように取り組まれて

いるかを紹介する。 
 

1. はじめに 

電磁適合性 (EMC: Electromagnetic Compatibility、以後、EMC と呼ぶ)は、電気的に動作するすべて

の機器の性能をその動作環境下で維持させるために重要な考え方である。回路の低電圧化、クロック

の高周波化などにより、自分が出した電気ノイズが他の機器の性能に影響を与えてしまう、あるいは、

自分の機器が他人からのノイズで誤動作してしまう、など、機器の安定した動作や性能維持のために

は、それ単独の機器のことだけを考えればよいという考え方は通用しなくなっている。「それぞれの電

子機器が性能を落とすことなく動作できることができる環境」を実現させるための考え方が EMC で

ある。よく似たターミノロジーで、電磁干渉(EMI: Electromagnetic Interference)があるが、こちらは他の

機器に対して電磁ノイズを出すなどして干渉を起こす事象のことである。一方、EMC はそれを包含し

た上で、ノイズを出す側、ノイズを受ける側が、それぞれの性能を維持するためにどのような条件を

満たすべきかを規定する。従って、EMC は、放射(emission)と耐性/感受性(immunity/susceptibility)とい

うカテゴリーに大きく分けられる。Emission は相手の機器の性能を劣化させる電磁ノイズや磁場を「出

す」ことに対する規定であり、immunity は、どれほどの電磁ノイズを受けても性能が劣化しないよう

になっているか、というノイズを受ける側の規定である。この両方の観点から EMC は構成されてい

る。 
EMC は一般的な電気製品を含め、電子機器動作に重要な考え方であるが、宇宙における人工衛星

においてもそれが電子機器の集合体である限り、同様に EMC の考え方が導入されている 1), 2)。特に宇

宙で科学的な観測を行う科学衛星では、地上における通常の電子機器や実用衛星に対する EMC より

もより多くの項目、より厳しい条件が課せられることが多い。本稿では科学衛星、特に厳しい条件が

課される宇宙プラズマ環境探査用科学衛星における EMC の現状について、具体例をあげながら解説

                                                           
2018 年 7 月 5 日受理. 
1〒611-0011 宇治市五ヶ庄 京都大学生存圏研究所宇宙圏航行システム工学分野. 
* E-mail: kojima.hirotsugu.6m@kyoto-u.ac.jp 
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をする。 

2. 科学衛星における EMC 構成 

 2.1 科学衛星と EMC 項目 
人工衛星の構成は、大きくわけるとバスシステムとペイロードに分けられる。バスシステムはどの

衛星でも必要となる基本コンポーネント、通信、電源、エンジン等のシステム部であり、ペイロード

は、その衛星の目的を達成するために必要となる固有の機器の集合である。EMC についても、これら

バスシステム観点からのEMCとペイロードの観点によるEMCがある。バスシステムのEMC条件は、

衛星毎に大きく変わることがないが、ペイロードからの EMC 要件はその観測器の内容によって大き

く変わる。科学衛星における EMC の要件項目を整理すると下記のようになる。図 1 に各規格とノイ

ズ源、および影響を受ける機器との関係のイメージを示す。 
1) Immunity/susceptibility 

ノイズを受ける側の規格である。近年は immunity と呼ばれることが多い。 
1-1 Conducted immunity(susceptibility) (CI(CS)) 
計装線(主に電源ライン)を経由してはいってくるノイズに対して耐える必要のある信号レベル

条件。 
1-2 Radiated immunity(susceptibility)(electric field) (RI(RS)) 
電波(電界)として放射されたノイズにさらされても耐える必要のある信号レベル。 
1-3 Radiated immunity(susceptibility)(magnetic field) (RI(RS)) 
電波(磁界)として放射されたノイズにさらされても耐える必要のある信号レベル。 

2) Emission 
2-1 Conducted emission (CE) 
計装線(主に電源ライン)に対して出力されるノイズの許容信号レベル。 
2-2 Radiated emission (electric field) (RE) 
電波(電界)として放射されるノイズの許容信号レベル。 
2-3 Radiated emission (magnetic field) (RE) 
電波(磁界)として放射されるノイズの許容信号レベル。 
 

これらは、一般的な電気製品でも求められる EMC 項目であるが、科学衛星ではこれ以外にも例え

ば、次のような要件も含まれる。 
3) DC magnetic field 

帯磁状態、あるいは、直流電流による発生磁場に対する要件である。宇宙空間における微弱な

直流磁場を観測する科学衛星では、この帯磁および、直流電流ループ形成からの磁場放射につ

いて厳しい要件が課される。 

 
図 1: EMC 規格のイメージ図. ノイズを出す側、受ける側にそれぞれ規格が存在する. 

RE

CE

RI(RS)

CI(CS)
ノイズ源

RE
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4) 帯電 
人工衛星は宇宙空間において

宇宙プラズマの影響で帯電を

する。その帯電状況により放電

などの危険性につながるだけ

でなく、科学衛星に搭載した荷

電粒子(イオン・電子)の観測装

置や電界観測装置に影響がで

る。この帯電を制御するための

衛星表面や曝露部の表面抵抗

などの規定を行う。 

2.2 科学衛星 EMC 基準の例 
科学衛星に搭載される各機

器が満たすべき EMC 基準レベ

ルは、衛星毎に具体的に決定さ

れる。特にペイロードからの要

請で決められる EMC 基準は衛

星毎に大きく異なる。ここでは、特に厳しい EMC 基準となる宇宙プラズマ環境探査用の科学衛星に

おけるその EMC 基準について述べる。 
 

2.2.1 科学衛星 Arase とプラズマ波動観測 
我が国の科学衛星 Arase(打ち上げ前のコード名は、ERG)は、地球放射線帯を中心とした地球周辺の

プラズマ環境を探査する衛星で、これには微弱な磁場を観測する装置やプラズマ波動を観測する装置

が搭載されている。ここでは、このプラズマ波動観測装置から要請される Emission としてのノイズレ

ベルについて紹介する。図 2 は、Arase 衛星の外観図である。プラズマ波動を観測する装置 PWE(Plasma 
Wave Experiment)は二種類のセンサーによってプラズマ波動を観測する 3)。衛星本体から伸びる計 4 本

の電界センサーは、2 本ずつセットで用いるいわゆるダイポールタイプのセンサーである 4)。プラズ

マ波動の電界変動成分をとらえるこの電界センサーは、2 本ずつの組み合わせで 30m の長さのダイポ

ールセンサーとなる。一方、磁界成分を捉える磁界センサーは、サーチコイルを用いている 5)。特に

磁界成分は微弱なため衛星からのノイズを受けにくくするため、衛星本体からマストと呼ばれる 5m
の伸展物の先端に搭載されている。いずれもこれらセンサーは衛星本体の外部に設置されており宇宙

空間に直接曝露している形式となる。一方、PWE に対してノイズの影響を与える側の機器は、その大

部分が、衛星本体の内部におさめられている。しかし、プラズマ粒子を直接捉えることを目的とした

センサーなどは、衛星本体側面からセンサーを露出させて宇宙空間に曝露した形で搭載されている。 
 
2.2.2 プラズマ波動観測器からの EMC 基準の例 

図 3 から図 5 は、Arase 衛星プラズマ波動観測器から要請された EMC 基準の例である 2), 3)。このよ

うにプラズマ波動や磁場の観測を行う科学衛星では特に厳しい EMC 基準が設けられる。Arase 衛星に

搭載される全機器は、この基準値以下のノイズ emission レベルにする必要があった。 
図 3 は、CE(Conducted emission)に関する EMC 基準値である。伝導性ノイズであるのでワイヤハー

ネス経由で伝搬するノイズに対する基準である。Arase 衛星では基本的に電源ライン上での基準とし

た。カーブが 2 本あるのは、Normal mode noise に対する基準と Common mode noise に対する基準を意

味している。Normal mode noise と Common mode noise に対しては後述する。この CE によるノイズは、

放射されている計装や本来流れるはずのないノイズ電流が衛星本体パネルに流れてしまってい

 
図 2: Arase 衛星とプラズマ波動観測用センサー(JAXA ERG プロジ

ェクトチーム提供). 
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図 3: Arase 衛星における CE 基準値 2), 3).

 
図 4: Arase 衛星における RE02(電界)基準値 2), 3). 

 
図 5: Arase 衛星における RE04(磁界)基準値 2), 3). 
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る場合など、その結果が電界や磁界ノイズの放射へと変換されてしまうことが懸念される。特に、衛

星本体パネルにノイズ電流が流れると、その衛星本体のインピーダンスによって電界放射へと変換さ

れ結果的に電界ノイズとなる。衛星本体のインピーダンスは周波数が高くなると大きくなるため(イン

ダクタンス成分による)、電流ノイズはより効率よく電界ノイズへと変換される。Arase 衛星では模擬

構体を使って衛星本体のパネルインピーダンスの計測が繰り返し行われ、その結果を踏まえて図 3 の

基準値が設定された。逆にいうと、図 3 の電流ノイズ基準値を満たすことができない機器であっても、

図 4 や図 5 の電界ノイズ、磁界ノイズの基準を満足できていればよいとした。実際の評価にあたって

も図 3 のノイズ基準は、他の機器を誤動作させてしまうような巨大なノイズを除けば(実際はそのよう

なノイズはなかった)、満たされていなくても電界ノイズ、磁界ノイズとして基準を満足できていれば

よいという考え方である。 
図 4 は機器から 1ｍの距離で規定した電界ノイズに対する基準である。電界ノイズの基準値は実際

にプラズマ波動観測器が観測を行う電界値との関係で決まっていることもあり、プラズマ波動観測器

の観測バンド幅に従って周波数バンド毎にバンド幅を指定した形で基準値が決められている。基準値

が 2 本あるのは、その機器が宇宙空間に曝露しているものか、それとも衛星本体に収められているも

のか、による違いである。衛星本体に収められている機器から出る電界ノイズは衛星本体によるシー

ルド効果が期待できるため電界ノイズの基準値が大きめに設定されている。衛星によるシールド効果

は実験的に確認を行い、おおむね 30dB 程度を期待して基準を決めているが、1MHz 以上ではシールド

効果があまり期待できなかったため、二つの基準値は同じ値をとっている。 
図 5 は機器から 1m の距離で規定した磁界ノイズに対する基準である。磁界ノイズの基準値は磁界

センサーであるサーチコイルのノイズレベルから換算されて規定されている。電界のときと同じよう

にプラズマ波動観測器の仕様に合わせたバンド幅で基準値は周波数バンド毎に決められている。この

磁界ノイズ基準値においても二種類が規定されているが、これはノイズからの距離特性によって決定

されている。磁場ノイズは基本的に電流ループからのノイズであり、その電流ループの大きさと計測

場所との距離によって、ノイズレベルが距離の 2 乗で変化するか 3 乗で変化するかの特性が決まるこ

とになる。この距離特性を実際のセンサーとの距離である 5m のマスト分に反映させたことを想定し

て 2 本の基準値が規定された。 
 
2.3 科学衛星 EMC 計測 

EMC 計測は外部電磁環境からの影響を極力軽減して行うために電磁シールドルームで行われる(帯
磁を含めた計測を行うため実際には「磁気シールドルーム」で行われることが多い)。計測は機器単体

で行う単体機器 EMC と、衛星全体を磁気シールドルームに入れて行うシステム EMC の二種類に分け

 

図 6: 電流プローブによる CE 計測. 

 
図 7: 電界ノイズ計測用モノポールアンテナ(手前)と
磁場ノイズ計測用サーチコイル(奥). 
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られる。単体 EMC は搭載する機器毎に行うため、Arase 衛星では合計数 10 回以上の EMC 計測を行っ

た。実際の計測は電流ノイズに対しては電流プローブ(図 6)で、図 4、図 5 で示した 10MHz 程度以下

の電界・磁界低周波数帯では、電界ノイズにはモノポールアンテナ、磁場ノイズにはサーチコイルを

センサーとして計測を行うことが多い(図 7)。 
 

3. Common mode noise 

ノイズ源とその発生メカニズムは多岐にわたり、なかには試験をしても発生メカニズムがついにみ

つからない場合もある。そのようなノイズの中で最もやっかいなのが Common mode noise である。

Common mode noise は伝導性のノイズであるが、その結果として電界や磁界のノイズを放射させるた

め、放射ノイズとしての問題も発生させてしまう。伝導性ノイズは大きくNormal mode noiseと Common 
mode noise に分けられる。図 8 はその仕組みの違いを示している。ここでは、発生するノイズ電圧を

VN として表している。(a)の Normal mode noise では発生したノイズ電圧が電源ラインに直列に入って

おりそのノイズ電流は電源ラインの hot と return でバランスがとれており計装がツイストペアシール

ド線などになっていれば電界や磁界のノイズとして放射するレベルをある程度抑えることができる。

一方、(b)の Common mode noise では、ノイズ電流が衛星本体を流れてしまう上に電源ラインでノイズ

電流の向きが hot と return で同じ向きであるためアンバランスになっており、電源ラインの計装ある

いは衛星本体から電界ノイズや磁界ノイズを放射してしまう。Common mode noise でやっかいなのは、

図 8(b)でわかるようにその発生メカニズムが浮遊容量などの回路図に現れない部分に深く関係してい

ることである。例えば、衛星搭載機器でも FPGA や CPU の利用は当たり前になっているが、これらの

デジタル回路のクロック周波数は高くなる一方であり、その周波数が高くなるがために浮遊容量の影

響を受けやすくなり、Common mode noise 発生の機会が大変多くなっている。 
Common mode noise を発生させる代表的なアナログ回路としては、DC-DC コンバーターがある。非

絶縁型の DC-DC コンバーターではノイズが多くなるのは当然のことであるが、絶縁型の DC-DC コン

バーターでも、実際にスイッチングを行っている 1 次側と 2 次側のトランス内での浮遊容量によるカ

ップリングによってそのスイッチング周波数が Common mode noise となってしまい、衛星構体のイン

ピーダンスで電界に変換されて放射されてしまうことが多い。 
図 9 に実際に計測された Common mode noise の例を示す。BepiColombo という日欧共同の水星探査

機に搭載される機器に対する EMC 計測で測定されたものである。図 9(a)に計測時の結線などを示す。

被測定機器をシールドルーム内の導電性台座(机)の上に設置し、シールドルーム外に衛星電源を配置

してある。そして被測定回路と衛星電源はツイストペアシールドで接続され、このシールドを含めた

計装を一括して current probe で計測した。そして、機器を full operation の状態にして計測した電流変

動の周波数スペクトルが、図 9(b)である。図 9(b)は current probe の出力を直接スペクトルアナライザ

 

図 8: Normal mode noise と Common mode noise. 
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で解析したものである。この図 9(b)の 100kHz 以上に出現しているスペクトルが common mode noise で

ある(10Hz から 100kHz あたりまで下がってきているスペクトルは計測系のノイズレベルである)。
Current probe で計測した電源ラインが、hot 側と return 側で等しいノイズ電流が逆向きに流れていれ

ば、このようなスペクトルは現れない。図 9(a)の矢印で書いてあるように、ノイズ電流は hot 側も return
側も電子回路に流れ込む電流となるために、current probe に信号として現れているのである。これが

common mode noise である。ノイズ電流の波形は回路の動作によって複雑に歪むため、周波数解析を

すると源振に近い周波数とその高調波成分が現れ、結果的に広帯域にノイズが広がる。 
では、どうしてノイズ電流のアンバランスが発生するかというと、この場合も図 8(b)で示したよう

な浮遊容量がデジタル回路とシャーシの間に発生して、ノイズ電流の一部がシャーシから導電性台座

に流れ込んでいるからである。図 10(a)では、そのノイズ電流の様子を示している。電子回路とシャー

シ間で発生している浮遊容量により、ノイズ電流の一部がシャーシや導電性台座に流れ込んでしまい、

その結果、電源の計装の hot 側と return 側に同相のノイズ電流が流れる。 
この状態で図 10(b)のように電源ケーブルのシールド線を導電性台座と結線すると、図 9(b)の 100kHz

以上のノイズが著しく改善されることがわかっている。これは、導電性台座とシールドを結線するこ

とにより導電性台座を迂回していたノイズ電流が、シールド線に戻って流れるようになり、シールド

線を含めて一括して測定している Current probe からは電流のバランスがとれたようにみえるからであ

る。Common mode noise が発生していたことはこの事実からも明らかである。 
図 9、10 では浮遊容量は 1 つのコンデンサで代表して示しているだけであるが、実際には何カ所で

もカップリングが想定される。ここで紹介している機器の場合は、デジタル部とその基板を支えるフ

レームの位置が近かったためそこで、浮遊量が発生して電流が迂回してしまったと考えられた。そし

てこの時に見積もられた浮遊容量は、たかだか 2pF 程度であった。 
周波数が高いとたかだか数 pF の容量で common mode noise が発生してしまう。すでに述べてきてい

るように、common mode noise は電流として計装や衛星本体を流れる。その際、そのインピーダンスに

従って電界に変換され電界ノイズとなって放射してしまう。また、common mode noise 電流が電流ル

ープを形成するとそこから磁場ノイズとなって放射してしまう。特に電界ノイズに対しての影響は大

きく、common mode noise 電流が衛星の本体のなかを流れてしまうと、衛星全体からノイズを放射し

てしまい、プラズマ波動観測器の観測に著しい影響を与えてしまう。 
Common mode noise の発生はバラエティに富んでおり、その回路や装置の configuration によって大

きく変化するので、common mode noise を抑える決定打というのはなかなかみつからないが、common 
mode filter の挿入が典型的なものであろう。これもうまく設計しないと軽減には結びつかないことが

多い。一旦、出てしまった common mode noise の影響をできるだけ少なくするには、その迂回してし

 
図 9: (a) CE 計測 configuration の例, (b) Common mode noise の例. 
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まっている電流をできるだけ本来のルートに近いところにもどしてやることである。例えば、図 10(b)
では、導電性台座をシールドと接続して電源計装に迂回してしまったノイズ電流をもどし、シールド

込みでバランスがとれているようにして noise の軽減をはかることができている。 
 

4. 終わりに 

科学衛星、特に、本稿で紹介した宇宙電磁環境を探査する科学衛星では EMC 基準とそれを満足す

る搭載機器を実現することは、衛星そのものの成否に大きく関わってくる。そのため、EMC 専用のボ

ードを設立し、そこに所属するボードメンバーが各機器の EMC 試験を順次行っていき、管理表に基

づきその実施状況把握と問題点の解決指針をたてていく。問題点は基本的に各機器単体での EMC 試

験の中でみつけ対策していくが、衛星全体として組んだ後に行うシステム EMC 試験においても問題

点が明らかになることも多い。EMC 試験は一つの機器に対して 1 日～2 日を要し、全部で数 10 回に

もおよぶ回数の試験を実施する。その時間と人的資源の投入量は膨大なものであるが、それほど EMC
は重要であるということである。EMC についてまとめると膨大な量のデータとノイズ発生メカニズム

の整理が必要となるが、本稿では Common mode noise の例を具体的に示した。通常、表にあまり現れ

ない EMC 対策であるが、科学衛星においてもこのような地道な試験や解析が行われているというこ

とを紹介した。 
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図 10: (a) Common mode noise に対する電流の環流. (b)シールド線を台座と接続するとノイズ軽減. 
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図 1：圃場で生育するダイズの根圏 

根圏を調べる方法 
 

杉山 暁史1* 

 

Methods for the analysis of rhizosphere 
 

Akifumi Sugiyama1* 

 
 
概要  

植物の根の近傍領域である根圏は植物の生育に重要な役割を担う。根圏には土壌中とは異なる微生

物のコミュニティーが形成され、植物と相互作用する。根粒菌や菌根菌のように直接植物に養分を与

える微生物以外にも、根圏には植物の生育と密接に関係する微生物が多く存在し、農業的にも重要な

領域である。ここでは植物の根圏を解析する手法について紹介する。 
 

1. はじめに  

私たち人類の生存を支える空間である生存圏は人間生活圏から森林圏、大気圏、宇宙圏に広がる巨

大な空間である。森林圏の一部として土壌圏があるが、その中で根圏は「植物の根から影響を受ける

領域」1)と定義されている極めて微小な領域である。土壌は植物に水や窒素、カリウム、リン等の栄

養素を供給することから、植物の生育に重要なことは言うまでもない。植物は土壌圏から養分を吸収

するだけでなく、土壌に生息する様々な生物と

相互作用をしている。根粒菌や菌根菌のように

植物の生育に必要な養分を供給する共生菌の他、

植物に感染し被害を与える病原菌、線虫など、

その相互作用は複雑である。これらの相互作用

は根圏で起こる現象であることから、土壌の中

でもとりわけ根圏に生息する生物は、植物の生

育と密接に関係している。人類の生存を支える

食料生産においても根圏での相互作用は重要で

あることから、根圏の研究は古くからおこなわ

れてきたが、近年、微生物を網羅的に解析する

シーケンス技術や代謝物を包括的に解析するメ

タボローム技術が飛躍的に進歩したこともあり、

根圏微生物叢研究は世界的に盛んである 2-4)。 
根圏研究で最も重要なのが、どのようにして

根圏を調べるか、ということである。根圏は根

の周りの土壌であるが、厳密に根から何㎜以内 
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図 2：根箱を用いたダイズ栽培 

と規定されているわけではない。したがって、根圏をどのように調べるかによって、そこから得られ

る結果は異なってくる点に注意しなければならない。本解説では、根圏を調べる主要な方法について

その利点と欠点を紹介するとともに、今後根圏研究で重要になる解析手法についても紹介する。 
 

2. 空中分画法と水中分画法 

 根圏研究で古くから用いられてきた手法は、土壌から植物を引き抜き、手でゆすって土を落とした

後に、さらに根に付着している土を刷毛を使って優しく落としたものを「根圏」とする空中分画法で

ある。この方法は特別な道具が必要なく簡便であり、筆者らがダイズ圃場において根圏微生物叢の変

動を調べた研究においても用いた 5)。手法は簡便であるが、土壌の条件や刷毛で落とす強さの違いに

よって、安定的にサンプリングできる方法とは言い難く、しばしばバルク土壌（植物から離れたとこ

ろの土壌）と区別できない結果となる。そのため、空中分画法を用いる際には、サンプリングの条件

を十分検討して同じ道具、スピードで行う必要がある。 
空中分画法の不安定性を克服すべく、近年は、リン酸バッファーで根を懸濁して根圏を採取する「水

中分画法」が主流となってきている。特にシロイヌナズナ等のモデル植物では 2012 年に発表された論

文において動画付きで手法を紹介しており、以降、この方法が基本となっている 6)。シロイヌナズナ

のような小さな植物の場合は 15 ml チューブで根圏を分画できるが、ダイズのような比較的大きな作

物の場合にはビーカーを使って分画しなければならない。筆者らは、圃場で栽培したダイズの根圏土

壌を 500 ml のビーカーを使って分画し、根圏、根面、根内の画分を得た。バッファーによる分画法と

空中分画法で得られた各土壌から DNA を抽出し、16S rRNA 配列のアンプリコン解析により微生物叢

を比較したところ、バッファーにより分画される最初の画分（根圏画分）と、空中分画法で得られた

根圏土壌が同様の群集構造であった。さらにソニケーションにより得られた画分（根面画分）は空中

分画法で得られた根圏土壌とは異なる群集構造であった。圃場栽培したダイズにおいても実験室内で

栽培したモデル植物と同様のバッファーを用いた根圏分画法が利用できることは、より多くの圃場で

統一的に根圏土壌をサンプリングするためには重要である。 
 

3. 根箱を使った根圏の可視化 

 根圏は土の中にあることから直接観測できず、空中分画

法、水中分画法のいずれにおいても、植物が生育している

環境を直接解析することはできない。圃場環境を疑似的に

再現する方法として、根箱での栽培は古くから用いられて

いる。筆者らも図 2 のようなアクリル製の根箱を作成し、

圃場の土やバーミキュライト、砂等を用いてダイズを栽培

し、ダイズの根を経時的に観察する手法を確立した。根箱

は非破壊的に根圏解析を行うことができ、放射性核種を活

用した分泌物の解析や、センサーを用いた根圏解析に活用

されている 7, 8)。 
 根圏研究のもう一つの障壁は、根圏に生息する微生物の

多く（99%とも言われている）が実験室内で培養できない

という問題である。DNA 配列の解析ではそこに存在する微

生物の種類を調べることができるが、根圏における微生物

の機能は配列の解析のみでは明らかにできない。そこで、

根圏を「培養できる微生物のみで再現する」Synthetic 
community 解析という手法が用いられるようになってきた
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9, 10)。根圏から様々な培地を用いて実験室内で培養できる微生物を単離し、それらを組み合わせるこ

とで根圏の多様性もった人工的な微生物群集を作る手法である。根箱と人工的な微生物群集構造を用

いることによって、再現良く解析することができ、根圏相互作用における因果関係の解明に役立つと

期待されている。 
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度の研究業績についても本データベース https://kyouindb.iimc.kyoto-u.ac.jp/view/ を参照されたい。
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